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東京都地球温暖化防止活動推進センターとは 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 38 条に規定され、地球温暖化防止活動の推

進を図ることを目的とする一般財団法人の中から一つを、都道府県知事が指定するもの

です。東京都においては、財団法人東京都環境整備公社（現公益財団法人東京都環境公

社）が平成 20 年２月４日に、東京都地球温暖化防止活動推進センターとしての指定を

受け、同年４月１日に活動を開始しました。 

＜お問い合わせ先・申請書類の提出先＞ 

公益財団法人 東京都環境公社 

東京都地球温暖化防止活動推進センター（愛称：クール・ネット東京） 

〒１６３－０８１０   

東京都新宿区西新宿２－４－１ 新宿ＮＳビル１０階 

ＴＥＬ：０３－５９９０－５０６６（高断熱窓助成金担当） 

受付時間 ：月曜日～金曜日（祝祭日及び年末年始を除く）９時００分～１７時００分 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：https:// www.tokyo-co2down.jp/individual/subsidy/ koudannetu / index.html 

本手引は、実施要綱及び交付要綱に基づき、助成金交付の対象や手続き上の主

な注意点を具体的に説明するものです。 

申請者（共同申請者）及び手続代行者におかれましては、実施要綱及び交付要綱

並びに本手引について十分ご理解いただいた上で、助成金の申請を行ってください。 

本手引に記載のない内容については事前にお問い合わせください。 



助成金を申請される皆様へ 

 

 公益財団法人東京都環境公社（以下「公社」という。）が実施する助成金交付事業

については、東京都（以下「都」という。）の公的な資金を財源としており、社会的

にその適正な執行が強く求められています。当然ながら、公社としても、厳正な助成

金の執行を行うとともに、虚偽や不正行為に対しても厳正に対処いたします。 

 

 「既存住宅における高断熱窓導入促進事業」（以下「本事業」という。）に係る助成

金を申請される方、交付が決定し助成金を受給される方におかれましては、以下の点

について十分にご認識された上で、助成金の申請又は受給を行っていただきますよう

お願いいたします。 

 

１．本事業の実施については、「既存住宅における高断熱窓導入促進事業実施要綱」

（以下「実施要綱」という。）「既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金

交付要綱」（以下「交付要綱」という。）に基づいて行われます。 

 

２．助成金の申請者が公社に提出する書類には、如何なる理由があってもその内

容に虚偽の記載があってはなりません。 

 

３．助成金で取得し、整備し又は効用の増加した財産（取得財産等）を、当該取

得財産等の処分制限期間内に処分（助成金の交付目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、又は担保に供することをいう。）しようとするときは、あら

かじめ処分内容等について公社の承認を受けなければなりません。また、その

際に助成金の返還が発生する場合があります。なお、公社は、必要に応じて取

得財産等の管理状況等について調査することがあります。 

  ※ 処分制限期間とは、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令

第 15 号）」に定める耐用年数をいう。 

 

４．公社は、申請者その他の関係者が、偽りその他の手段により手続きを行った

疑いがある場合は、必要に応じて調査等を実施し、不正行為が認められたとき

は、当該関係者に対し、相当の期間、助成金の交付決定の停止等の処分を行い、

その名称及び不正の内容を公表します。 

 

５．前記事項に違反した場合は、公社からの助成金交付決定及びその他の権利を

取り消します。また、公社から助成金が既に交付されている場合は、その金額

に加算金（年率 10.95％）を加えて返還していただきます。 

 

公益財団法人 東京都環境公社 
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１．事業概要 

1.1 目的 

  本事業は、平成 29 年度から平成 31 年度において、都内にある既存住宅に設置されている窓を

高断熱窓に改修する方に対して、その経費の一部を助成することにより、高断熱窓の導入機会の

拡大を図り、家庭におけるエネルギー消費量の低減を進めていくことを目的とするものです。 

 

～『既存住宅』とは～ 

人の居住の用に供する家屋又は家屋の部分（人の居住の用以外の用に供する家屋の部分との共用に

供する部分を含む。）であって、既に建設され、人の居住の用に供しているもの又は人の居住の用に供し

たことのないものであって建設工事の完了の日から起算して一年を経過したものをいいます。 

 

 

1.2 事業スキーム 

  

 
    

● 都の出えん金による基金造成（24.75 億円） 

        都は本事業の原資を公社に出えんし、公社はその出えん金により基金を造成します。 

 

● 基金を活用した助成事業 

公社は基金を原資として、助成対象となる高断熱窓を設置された方に対して、その経費の

一部を助成します。 
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1.3 申請手続きの流れ 

  

助
成
金
受
領
後

申請者 申請書類
東京都環境公社

（クール・ネット東京）
東京都

申
請
前

申
請
手
続

工
事
期
間
中

工
事
完
了
後

《変更等が生じた場合》

高断熱窓への改修検討

「交付申請書」作成・提出

等

助成金交付申請書

実施計画書

費用総括表

受理

審査

交付決定

「交付決定通知書」発行「交付決定通知書」受領

契約締結・工事開始

「実績報告」作成・提出

「交付請求書」作成・提出 受理

助成金支払い指定口座に入金

法定耐用年数まで維持・管理

変更届出書を提出 受理

見積もり

費用明細書

助成金交付請求書

《変更が生じた場合》

申請書を提出 受理

審査

承認

承認通知書発行承認通知書受領

工事・支払い完了

受理

審査

助成金額確定

「助成金確定通知書」発行

助成事業実績報告書

「助成金確定通知書」受領

通知書を発行
通知書を受領

（→公社の指示に従い処理）

助成事業計画変更申請書

助成事業承継承認申請書

申請書を提出

等

取得財産等処分承認申請書

受理

承認

承認

承認

承認

住所等の変更届出書

所有者変更承認申請書

債権譲渡承認申請書
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２．助成内容 

2.1 助成対象者 （実施要綱第３、第４、交付要綱第３条参照）  

  本事業の交付の対象となる方（以下「助成対象者」という。）は、助成金の交付対象となる高断熱

窓を設置する既存住宅(以下「助成対象住宅」という。)に関し、次の要件のいずれかに該当する方

となります。 

助成対象者 要  件 

住宅の所有者 

助成対象住宅を所有している個人又は法人。 

※ 販売中や転売物件において、交付申請時に住宅の売買契約が締結

されているが、まだ買主に所有権が移転されていない場合は、その時点

での所有者である買取再販業者（売主）を助成対象者とする。 

管理組合 
助成対象住宅における、建物の区分所有等に関する法律(昭和37年法律

第 69 号)第 25 条第１項の管理者又は同法第 47 条第２項の管理組合法人。 

リース事業者 

住宅の所有者又は管理組合と高断熱窓に係るリース契約（以下「リース契

約」という。）を締結しようとするリース事業者。 

ただし、住宅の所有者又は管理組合と共同で申請を行う場合に限る。 

～『リース契約』とは～ 

高断熱窓の所有者である貸主（いわゆるリース事業者）が、当該高断熱窓の借主（いわゆる利用者）

に対し、当事者間で合意した期間（以下「リース期間」という。）にわたり当該高断熱窓を使用収益する

権利を与え、借主は、当事者間で合意した当該高断熱窓の使用料を貸主に支払う契約であって、次

の①及び②に掲げる要件に該当するものをいいます。 

 ① リース期間の中途において当事者の一方又は双方がいつでも当該契約の解除をすることができ

るものでないこと。 

   ② 借主が、当該契約に基づき使用する物件（以下「リース物件」という。）からもたらされる経済的利

益を実質的に享受することができ、かつ、当該リース物件の使用に伴って生じる費用を実質的に

負担すべきこととされているものであること。 

 

 

【助成対象外】 

 次のいずれかに該当する方は、助成対象外となります。 

（１） 国、地方公共団体、独立行政法人、地方独立行政法人並びに国及び地方公共団体の

出資、出えんの比率が 50％を超える法人。 

 

（２） 過去に税金の滞納がある者、刑事上の処分を受けている者、その他の公的資金の交付

先として社会通念上適切でないと認められる者。 

 

（３） 暴力団(東京都暴力団排除条例(平成 23 年東京都条例第 54 号。以下「暴排条例」とい

う。) 第２条第２号に規定する暴力団をいう。) 
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（４） 暴力団員等(暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴

力団関係者をいう。以下同じ。) 

 

（５） 法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に暴力

団員等に該当する者があるもの。 

 

 

2.2 助成対象製品 （実施要綱第３、第４参照） 

   助成対象となる高断熱窓は、以下の要件を満たすものとします。 

 

   （１） 都内に新規に設置される未使用品であること。 

 

（２） 国の省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進支援補助事

業のうち住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業）（高性能建材による住宅の

断熱リフォーム支援事業）において、当該事業の執行団体である一般社団法人環境共創

イニシアチブ（以下「ＳＩＩ」という。）に補助対象となる製品として登録されている窓及びガラ

スであること。 

    

 

2.3 助成対象経費 （実施要綱第４、交付要綱第４条参照） 

助成金の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、次の経費であり、公社が必要かつ

適切と認めたものとします。 

 費目 項目 

助成対象 

経費 

材料費 高断熱窓（窓・ガラス）の購入等に必要な経費 

工事費 

高断熱窓の設置と不可分の工事に必要な経費。 

・窓、ガラスの取付費 

・内窓取付けに必要な額縁、ふかし枠等の費用 

・カバー工法によるアルミサッシ製品代 

・外部シーリング 

・内部シーリング等 

・仮設足場費 

・養生費 

・既存建具解体費 

・既存建具撤去費（場内集積まで） 

・清掃費 

・美装費 

・搬入費 

・助成対象費用を算出するための実測費 等 
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助成対象

外経費 

高断熱窓の設置に直接関係しない工事に係る経費 

（本事業の目的の範囲を超えて過剰な仕様であるとみなされるもの又は助成対象

事業以外において使用することを目的としたものに要する経費） 

・網戸、雨戸等の窓付属部材費 

・諸経費、設計費、書類等助成対象製品以外の送料、交通費、廃材処分費、 

管理費、調査費、消費税及び地方消費税、法定外福利費 

・金融機関に対する振込手数料 等 

   ※ 見積書に値引きを計上している場合は、値引き後の経費に対して助成対象経費を算定して

ください。 

   ※ シャッター付き、網戸等の経費込みの場合は、按分する必要があります。 

  ※ 助成対象経費の中に助成対象者の自社製品の調達分又は助成対象者に関係する者から

の調達分（工事を含む）がある場合、助成対象事業に助成対象事業者の利益等相当分が含

まれていることは本助成金の交付の目的上ふさわしくないため、次のとおり、該当する者の利

益等相当分を排除した額を助成対象経費としてください。 

 

 【利益等相当分の排除について】 

（１） 助成対象経費に助成対象者の自社製品の調達分がある場合 

当該調達品の原価（当該調達品の製造原価又は当該工事の工事原価）をもって、助成

対象経費とします。 

なお、原価であると証明できない場合は、自社の直近年度の決算報告（単独の損益計算

書）における売上高に対する総利益の割合（以下、「売上総利益率」といい、売上総利益率

がマイナスの場合は、０とします。）をもって、市場流通価格から利益等相当額の排除を行い

ます。 

助成対象経費 ＝ 製造原価（又は工事原価） 

また上記が証明できない場合は、以下により算出します。 

助成対象経費 ＝ 市場流通価格 × （１ － 売上総利益率）  

（２） 助成対象経費に助成対象者と 100％同一の資本に属する関係会社からの調達分が

ある場合 

当該関係会社との間における当該調達品の取引価格が当該調達品の製造原価以内（又

は当該工事の工事原価以内）であると証明できる場合は、当該取引価格をもって助成対象

経費とします。  

なお、それが証明できない場合は、当該関係会社の直近年度の決算報告（単独の損益

計算書）における売上総利益率をもって、取引価格から利益等相当額の排除を行います。 

   補助対象経費 ＝ 調達先の製造原価（又は工事原価） 

また上記が証明できない場合は、以下により算出します。 

補助対象経費 ＝ 取引価格 × （１ － 調達先の売上総利益率） 

（３） 助成対象経費に助成対象者の関係会社からの調達分がある場合 

（上記（２）の場合を除く。） 
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当該関係会社との間における当該調達品の取引価格が当該調達の製造原価（又は当該

工事の工事原価）と当該調達品に対する経費等（販売費及び一般管理費）との合計以内で

あると証明できる場合は、取引価格をもって助成対象経費とします。 

 なお、それが証明できない場合は、当該関係会社の直近年度の決算報告（単独の損益

計算書）における売上高に対する営業利益の割合（以下、「営業利益率」といい、営業利益

率がマイナスの場合は、０とします。）をもって、取引価格から利益等相当額の排除を行いま

す。 

助成対象経費＝調達先の製造原価（又は工事原価）＋経費等（販売費及び一般管理

費） 

また上記が証明できない場合は、以下により算出します。 

助成対象経費 ＝ 取引価格 × （１ － 調達先の営業利益率） 

備考 

① この表において「関係会社」とは、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）第８条第３項に規定する親会社及び子会社、同条第５

項に規定する関連会社並びに同条第８項に規定する関係会社をいいます。 

② 「製造原価」及び「販売費及び一般管理費」については、それが当該調達品に対する

経費であることを証明してください。また、その根拠となる資料を提出してください。 

     ただし（２）及び（３）の場合において、当該関係会社との間における当該調達品の取引価

格が、当該関係会社を含む３社以上の一般競争入札又は指名競争入札の結果、最低価格で

あったときは、この限りではありません。 

 

＜助成対象経費のイメージ＞ 

（１） 助成対象事業者が自社から調達する場合 

（２） 100％同一の資本に属する関係会社から

調達する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 助成対象事業者の関係会社（左記（２）を

除く）から調達する場合 

 

 

 

上記内容の判定に当たっては、証拠となる決算報告書等の書類を提出していただきます。 

書類の提示がない、あるいは提示できない場合は、利益等排除部分以外も助成対象外となる場合

がありますので、ご注意ください。 

 

販売費及び一般管理費

営業利益

売上原価
（製造原価又は工事原価）

助
成
対
象
経
費

売
上
高

売
上
総
利
益

販売費及び一般管理費

営業利益

売上原価
（製造原価又は工事原価）

助
成
対
象
経
費

売
上
高

売
上
総
利
益
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＜参考＞ 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）（抄） 

（定義）  

第８条 １～２（略） 

３  この規則において「親会社」とは、他の会社等の財務及び営業又は事業の方針を決定する機関

（株主総会その他これに準ずる機関をいう。以下「意思決定機関」という。）を支配している会社等

をいい、「子会社」とは、当該他の会社等をいう。親会社及び子会社又は子会社が、他の会社等の

意思決定機関を支配している場合における当該他の会社等も、その親会社の子会社とみなす。  

４  前項に規定する他の会社等の意思決定機関を支配している会社等とは、次の各号に掲げる会

社等をいう。ただし、財務上又は営業上若しくは事業上の関係からみて他の会社等の意思決定機

関を支配していないことが明らかであると認められる会社等は、この限りでない。 

一～三（略） 

５   この規則において「関連会社」とは、会社等及び当該会社等の子会社が、出資、人事、資金、

技術、取引等の関係を通じて、子会社以外の他の会社等の財務及び営業又は事業の方針の決

定に対して重要な影響を与えることができる場合における当該子会社以外の他の会社等をいう。 

 

 

    公社が交付決定をした日の前に契約締結したものに係る経費は、助成対象となりません。 

 

 

 【工事請負契約について】 

本事業で対象とする工事は、必ず書面での契約を行ってください。 

 

※ 委託者は、助成金交付申請者（リース契約の場合は共同申請者）と同一人としてください。 

 

※ 実績報告書提出時に、「工事請負契約書」の写しを提出していただきます。 

 

※ 注文書で契約する場合は、注文請書（施工業者が発行）の写しを提出してください。（な

お、この場合の工事請負契約日は、注文請書の請負日とします。）注文書の写しは不要で

す。 

 

※注文請書には必ず収入印紙を貼り、割り印を押してください。 

 

※ 工事請負契約の締結が確認できない場合は助成対象となりませんので、ご注意ください。 

   

 

2.4 助成対象事業の要件 （実施要綱第４条、交付要綱第５条参照） 

本事業の助成金の交付対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、次の要件を満たす

こととします。 
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（１）申請要件について 

 助成対象者 住宅区分 申請要件 

① 

住宅の所有者 

（個人・法人どちら

でも可） 

※賃貸住宅を含む 

戸建住宅 a. 申請者が所有する住宅であること（建物の登記事項証明

書等で所有権者として証明できること）。 

b. 専用住宅であること（店舗等と居住部分が同一住宅の場

合は、電気・ガス等のエネルギーを分けて管理し、且つ、

高断熱窓改修工事においても明確に切り分けされている

こと）。１つの部屋を店舗用と居住用の２つの用途で兼用

している場合、その部屋は対象外とする。 

集合住宅 

（個別） 

集合住宅

（全体） 

② 

管理組合の代表者 

（ただし、代表者は

区 分 所 有 者 と す

る） 

集合住宅 

（全体） 

a. 専用住宅であること（店舗等と居住部分が同一住宅の場

合は、電気・ガス等のエネルギーを分けて管理し、且つ、高

断熱窓改修工事においても明確に切り分けされているこ

と）。１つの部屋を店舗用と居住用の２つの用途で兼用して

いる場合、その部屋は対象外とする。 

b. 申請する代表者は、区分所有者であること（建物の登記

事項証明書等で区分所有者として証明できること）。 

③ 
リース事業者 

[共同申請者] 

戸建住宅 

a. 高断熱窓の所有権者であるリース事業者は、住宅の所

有者又は管理組合と共同で申請すること。 

b. 助成対象となる一連の工事全てがリース対象として一括

で契約されていること。 

c. リース料金から本事業にて交付される助成金に相当する

額を減額すること。 

d. リース期間は原則、減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定められた耐用

年数以上とすること。当該耐用年数を下回る契約である

場合は、リース契約の更新又はリース期間終了後に申請

者へ所有権移転が行われる契約とする等、当該耐用年

数が終了するまでの間は、高断熱窓が維持管理されるよ

うにしなければならない。 

集合住宅 

（個別） 

集合住宅 

（全体） 

 

 

※ 同一住戸（詳しくは Q&A の Q201、及び手引き P8（1）申請要件についてをご参照下さい）から

の複数回の申請は認められません。 

 

※ 助成対象住宅の所有権を持つ方が複数名存在する場合は、代表者１名を助成対象者として

いただき、共有者と連名で申請してください。 
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※ 分譲集合住宅の申請者が区分所有法で共用部と見なされている窓を改修する場合は、申請

者が管理組合より当該共用部の改修を行うことが認められていることを確認できる書類（公社書

式「修繕等工事申請書・工事届出書」、もしくは管理組合で規定されている工事申請書及び承

諾書等）を提出してください。 

 

※ 管理組合が集合住宅（全体）の改修を行う場合、当該集合住宅の管理組合総会等で高断熱

窓の改修工事を行うことに対する意思決定が確認できる議案書及び議事録等を提出してくださ

い。 

なお議案書及び議事録等には以下 2 点の記載が必要です。 

① 既存のサッシを高断熱窓に改修する内容が確認されていること。 

② 「東京都」の「既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金（補助金）」に「申請する

（活用する、申し込む等）」内容が明記されていること。 

上記の①②が確認できない場合は、別途理事長が署名捺印した書類が必要となります。 

 

※ 全住戸改修以外の場合は改修対象の住戸番号を議事録等に記載してください。 

 

（２）改修について 

 高断熱窓の改修工法及び採寸方法は、以下のとおりとします。 

改修工法 採 寸 

外窓の交換 開口部（サッシ枠）

の内側寸法 内窓の取付 

ガラスの交換 

ガラス交換 ガラス寸法＊ 

カバー工法 
（既存窓枠を取り外さずに、その枠の上

から新しい窓を取付ける方法） 

開口部（サッシ枠）

の内側寸法 

建具交換 
（障子部分である「建具+ガラス」を一体

のものとして交換する） 
 

＊ ガラス寸法： 額縁に組み込まれた部分を含むガラスそのものの寸法をいう。 

 

   ※ 改修を検討している既設の窓が過去に他の補助金を受けて設置されている場合は、その

窓に処分制限等の条件が付されていないか、当該補助金の実施主体に必ず確認してくだ

さい。 

 

  ※ 改修に当たっては、建築基準法等の法令を遵守してください。 

 

※ 既存窓以外の新設する窓等も助成対象です。  
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① 戸建住宅の場合 

１の居室において、設置される全ての窓について、内窓の取付け又は外窓若しくはガラ

スの交換を実施すること。 

    

※ 玄関ドア以外の外気に接する窓について、高断熱窓を設置してください。（外気に接して

いない窓は、助成対象外となります。） 

 

※ 最低、１居室の全ての窓を改修してください。１居室の全ての窓改修と同時に他の居室又

は廊下、玄関その他の非居室（以下「その他の部屋等」という。）の改修を行う場合、その他

の部屋等の窓は１枚以上の改修で構いません。 

 

※ 換気小窓（障子を閉めた状態で換気を行うことができる、障子に組み込まれた小窓をいう。

以下同じ。）、300mm×200mm 以下のガラスを用いた窓、換気を目的としたジャロジー窓等

については改修要件としませんが、その窓に高断熱窓を用いた改修を行う場合は、助成対

象として構いません。 

 

※ ガラスが組み込まれたテラスドアや勝手口ドアは改修要件とはしませんが、ドアに組み込

まれているガラスの面積が改修前・改修後共にドア面積の 50％以上である場合の高断熱

窓への改修は助成対象として構いません。また、これらのドアを改修する場合、対象のドア

が設置されている部屋の全ての窓を改修する必要があります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１居室で全ての窓を高断熱窓に改修して

いれば、同時に行うその他の部屋等の窓

は１枚でも可。 
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② 集合住宅の場合 

助成対象とする各住戸の１の居室において、設置される全ての窓について、内窓の取付

け又は外窓若しくはガラスの交換を実施すること。 

※ 玄関ドア以外の外気に接する窓について、高断熱窓を設置してください。（外気に接して

いない窓は、助成対象外となります。） 

 

※ 最低、１居室の全ての窓を改修してください。１居室の全ての窓改修と同時にその他の部

屋等の改修を行う場合、その他の部屋等の窓は１枚以上の改修で構いません。 

 

※ 換気小窓、300mm×200mm 以下のガラスを用いた窓、換気を目的としたジャロジー窓等

については改修要件としませんが、その窓に高断熱窓を用いた改修を行う場合は、助成対

象として構いません。 

 

※ ガラスが組み込まれたテラスドアや勝手口ドアは改修要件とはしませんが、ドアに組み込

まれているガラスの面積が改修前・改修後共にドア面積の 50％以上である場合の高断熱

窓への改修は助成対象として構いません。また、これらのドアを改修する場合、対象のドア

が設置されている部屋の全ての窓を改修する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キッチン

和室

洋室１ 洋室２

トイレ

玄関

通路

洗面所

浴室

リビングダイニング

物入２

物入１クローゼット１

クローゼット２

押入れ

隣室

ベランダ

共同通路

W１

W２

居室１

居室２

１居室で全ての窓を高断熱窓に改修して

いれば、同時に行うその他の部屋等の窓

は１枚でも可。 
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 【居室の範囲について】 

部屋等が間仕切りやドア等で区切られておらず、空間がつながっている区画（吹抜け、階段等）

は、同一の空間（室）と見なします。 

改修する居室が他の部屋等と同一の空間となっている場合は、その区画全体が一つの居室と 

なりますので、注意してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 本事業では、改修する居室の種類は特に問いませんが、エネルギー消費が多い居間

又は主たる居室（就寝を除き日常生活で在室時間が長い居室等）について改修いただくと、

省エネ効果が最大に発揮できます。 

   

 

（３） 既に高断熱窓を取り付けている窓がある場合 

    交付申請時に、助成対象住宅に設置されている一部のガラス又は窓が、既に高断熱窓（Ｓ

ＩＩの「高性能建材による住宅の断熱リフォーム支援事業」で登録されている製品）となっている

場合、当該部分については改修要件といたしません。 

ただし、既に取り付けてある高断熱窓に係る費用は助成対象経費に含まれません。 

 

    ※既に高断熱窓が設置されている場合は、次の資料を交付申請時に提出してください。 

・該当する製品のカタログの写し 

・該当する製品がＳＩＩで登録されている番号を示す書類 

・該当する製品が設置されている場所を示す平面図・立面図 

・該当する製品の設置状況を示す写真 

 

 

＜同一の空間＝居室＞ 

リビングダイニング＋キッチン＋階段＋２階通路＋納戸  
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（４） 個別クレジット契約により設置する場合 

高断熱窓の所有権を有する方が助成対象となります（住宅にお住まいの方の場合の他、

個別クレジットの取扱事業者の場合もあります）。 

高断熱窓の改修工事契約の請負業者が発行した領収書が必要です。 

そのため、「個別クレジット契約による助成金に関する取決書」も提出してください。 

 

 

2.5 助成金の交付額 （実施要綱第４条、交付要綱第６条参照） 

本事業の助成金交付額は、次のとおりとします。 

 

（１） 助成金額 

     

   

※ 国及び他の地方公共団体による補助金と併給する場合は、本助成金交付額と国及び

他の地方公共団体による当該補助金交付額の合計額が本助成対象経費を超えない範囲

で交付します。 

  （都の助成金額＋国及び他の地方公共団体の重複する補助金の額≦助成対象経費） 

 

（２） 上限額 

  

   

 

                       

 

 

 

   ※ 集合住宅の上限額は、50 万円×住戸数ではありませんので、注意してください。 

複数戸を改修する場合でも、１住戸ごとに助成金交付予定額を算出し、各住戸の合計

額が助成金交付申請予定額となります。 

 

   （例）〇〇マンション５戸を改修する場合 ⇒ 助成金交付申請予定額 ２２０万円     

住戸 助成対象経費の 1/6 の額 上限額 単住戸算定額 

Ａ ７０万円 

５０万円 

５０万円 

Ｂ ６０万円 ５０万円 

Ｃ ６０万円 ５０万円 

Ｄ ４０万円 ４０万円 

Ｅ ３０万円 ３０万円 

合 計 ２２０万円 

 

 

助成対象経費×1/6  （100 円未満端数切り捨て） 

＜国からの補助金と併給する場合＞ 

（助成対象経費×1/2）－（本事業と重複する国補助金の額） 

＜戸建住宅＞ １住戸当たり 500,000 円 

＜集合住宅＞ １住戸ごとに 500,000 円 
いずれか 

小さい方の額 又は 

助成金交付申請予定額 
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※ 国又は他の地方公共団体の補助金交付先が本事業の助成対象者と異なる場合であっても、

最終的に当該補助金の交付金を享受する者が本事業の助成対象者と同一人であれば、本事

業と併給するものと見なします。 

 

【参考：都と国の断熱リフォーム事業の主な違い】 

 東京都（本事業） 国 

事業名称 
既存住宅における高断熱窓導入促

進事業 

平成31年度高性能建材による住宅の断熱リ

フォーム支援事業（断熱リノベ） 

所管 環境局 環境省 

執行団体 公益財団法人東京都環境公社 一般社団法人環境共創イニシアチブ 

対象者 

・所有者（個人・法人） 

・管理組合の代表者（区分所有者） 

・賃貸住宅の所有者（個人・法人） 

・リース事業者（上記との共同申請） 

・転売物件の売主（申請時の所有

者） 

・所有者（個人）・所有予定者（個人） 

・管理組合等の代表者 

・賃貸住宅の所有者（個人） 

・リース事業者（上記との共同申請） 

・転売物件の売主又は買主（所有予定者） 

補助対象経費 材料費、工事費 材料費、工事費 

補助率 助成対象経費の 1/6 補助対象経費の 1/3 

上限額 
・戸建住宅： 50 万円/戸 

・集合住宅： 50 万円/戸 

・戸建住宅：120 万円/戸+家庭用蓄電池 

       ： 40 万円/戸（窓のみ改修） 

・集合住宅： 15 万円/戸+家庭用蓄熱設備 

改修部位 窓・ガラス 窓・ガラス・断熱材、蓄電システム、蓄熱設備 

改修部 １つ以上の居室 

・居室等 

・戸建住宅：居間又は主たる居室は必須 

・集合住宅：窓全部 

 非住戸部 × × 

社宅・寮 〇 × 

ｾｶﾝﾄﾞﾊｳｽ・別

荘 
〇 × 

ｴﾈﾙｷﾞｰ計算 不要 必要 

交付申請時の

提出書類で相

違するもの（た

だし、原則とし

て。）※ 

＜本事業のみ提出＞ 

「納税証明書」 

 

＜断熱リノベ事業のみ提出＞ 

「求積表」、「専有面積表」、「新耐震基準確

認書類」、「電力契約書」、「家庭用蓄熱設備

要件確認書類」、「個別エネルギー計算

書」、「UA 値・ηAH 値・ηAC 値算出計算

書」 

    ※提出書類については、上記記載に関わらず、各事業の執行団体の指示に従ってください。 
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2.6 交付の条件 （交付要綱第 11 条参照） 

本助成金の交付に当たり、本事業の目的を達成するため、交付決定の通知を受ける助成対象

者（以下「助成事業者」という。）に対し、次に掲げるも条件を付すものとします。また併せて、その

他公社が必要と認める条件を付す場合もあります。 

 

（１） 善管注意義務 

助成事業者は、本交付要綱並びに本助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件に

従い、善良なる管理者の注意をもって助成事業(助成対象事業に要する経費に関し、交付要

綱第１0 条第１項の規定により本助成金の交付決定の通知を受けた当該助成対象事業をいう。

以下同じ。) により取得し、整備し又は効用の増加した財産 (以下「取得財産等」という。) を

管理するとともに、その効率的な運用を図ってください。 

 

（２） 交付決定が取り消された場合 

  助成事業者は、交付要綱第 15 条又は第 24 条第１項の規定により公社から本助成金の交

付決定の全部又は一部の取り消しを受けた場合は、これに従ってください。 

 

（３） 助成金の返還請求を受けた場合 

  助成事業者は、公社が交付要綱第 25 条第１項又は第２項の規定により本助成金の全部又

は一部の返還を請求した場合は、公社が指定する期日までに返還するとともに、交付要綱第

26 条第２項の規定に基づき違約加算金を併せて納付してください。なお、当該期日までに返

還されなかったときは、交付要綱第 27 条第２項の規定に基づき延滞金を納付していただきま

す。 

 

  （４） 公社が求める情報等の提供 

   助成事業者は、本事業の目的を達成するために必要な資料及び情報等を公社から求めら

れたときは、公社が指定する期日までに提供してください。 

 

（５） 現地調査等への協力のお願い 

助成事業者は、公社が取得財産等の稼働状況等の現地調査等を実施する必要があると

認めた場合は、当該現地調査等を実施いたしますので、それに協力してください。 

 

（６） 他の都又は公社から交付される助成金との併給はできません 

助成事業者は、助成対象経費について、本助成金以外に都又は公社から交付される助成

金等を受給しないでください。 

 

（７） 都の資金を原資とした区市町村の補助金との併給はできません 

助成事業者は、都の資金を原資とした区市町村から交付される補助金を受給しないでくだ

さい。 

（例） 空き家利活用等区市町村支援事業補助金交付要綱(平成 27 年５月 12 日平成 27
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都市住政第 85 号)第４(３)の空き家改修における省エネ改修に係る補助金 

※区市町村によって当該補助金を原資とした補助金の名称は異なる場合があります

ので、ご注意ください。 

 

（８） 交付要綱その他法令の遵守 

助成事業者は、助成事業の実施に当たり、本交付要綱その他法令の規定を遵守してくだ

さい。 
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３．申請の方法 

3.1 申請の受付 （交付要綱第８条参照） 

 

申請受付期限： 令和２年３月３１日（火）１７時まで  ※公社必着  

  

※ 上記期限を過ぎて公社に到着した申請書は、受け付けられませんので、ご注意ください。 

 ※ 交付申請手続きについては、十分に時間の余裕をもって当たっていただくようお願いいた

します。 

 ※ 天災地変等、助成対象者の責に帰することのできない理由として公社が認めるものがある

場合は、申請期間を変更することもあります。 

 ※ 申請受付期間に到着した申請書は先着順に受理し、審査を行います。 

 ※ 受理した申請書の交付申請額合計が公社の予算の範囲を超えた日（以下「予算超過日」と

いう。）をもって、申請の受付を停止します。 

 ※ 予算超過日に複数の申請書が到着した場合は、到着した申請書の中で抽選を行います。 

 

 

3.2 申請書類 

 申請書類の様式については、以下の公社ホームページからダウンロードしてください。 

https:// www.tokyo-co2down.jp/individual/subsidy/koudannetu/download/ index.html 

    ※ 申請様式は、片面印刷でお願いいたします。 

※ クリアポケットは使用しないでください。  

  

＜インデックスの付け方見本＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ 申請書を手書きする場合は、必ず黒色又は青色のボールペン（熱などで消えないも

の）や万年筆等で丁寧に記入してください。鉛筆や消すことのできるペンで記入した

もの、黒色又は青色以外の色で記入したものについては、受け付けできませんので、

ご注意ください。 

※ 各書類にインデックス（書類名を記入）を付けてください。 
 
※ 提出書類を数件まとめて出す場合は、一組毎にクリップ等で分けてご提出ください。 
 

① 申請様式は、片面印刷してください。 

② ４．提出書類「提出書類一覧」に記載 

する順番に書類を並べてください。 

③ インデックスは書類名を記入し、上下 

重ならないように付けてください。 

④インデックスは本紙に貼って構いま 

せん。 

交
付
申
請
書

実
施
計
画
書

費
用

チ
ェ
ッ
ク

リ
ス
ト
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※ 提出された書類は、原則返却いたしませんので、申請者用として手元に控えを１部

ご用意ください。 

  ※ 申請様式及び必要書類の記入漏れや不備等があった場合は、書類審査で不採択とな

ることがありますので、漏れのないよう、提出前にご確認ください。 

 

 

3.3 申請書類の提出 

 （１）書類の提出方法 

    申請書の提出は、原則郵送でのご提出をお願いします。 

     

※ 公社から申請者に対して申請書類を受領した旨の連絡は致しませんので、到着

の確認をしたい場合は、配達状況が確認できる方法（簡易書留等）で提出してく

ださい。 

    ※ 同時に複数件提出する場合は、１つの封筒にまとめて郵送いただいても構いま

せんが、必ず１申請ごとに分けて内封筒やクリアファイル等に入れ、書類が混ざ

らないようにして下さい。その際は、申請数と申請者名がわかる一覧表を添付し

て下さい。 

     

    （封筒の記入例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）申請書の送付先 

＜送付先＞ 

 〒１６３－０８１０   

東京都新宿区西新宿２－４－１ 新宿ＮＳビル１０階 

東京都地球温暖化防止活動推進センター 高断熱窓助成金担当 

〒163-0810

〒000-0000

〇
〇
市
〇
〇
〇
 

△
丁
目
△
番
△
号

　
送
付
者
　
　
氏
名

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
２
|

４
|

１

新
宿
Ｎ
Ｓ
ビ
ル

階

10

東
京
都
地
球
温
暖
化
防
止
活
動
推
進
セ
ン
タ
ー

高
断
熱
窓
助
成
金
担
当

宛

切手
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 （３）様式一覧 

 

 

既存住宅における高断熱窓導入促進事業　様式一覧

申請 様式 形態 書式名称 交付要綱

助成金交付申請書

暴力団排除に関する誓約事項

参考様式１ 実施計画書

参考様式２ 費用総括表

参考様式３ 費用明細書

参考様式４ リース料金計算書

参考様式５ 個別クレジット契約による助成金に関する取決書

参考様式６ 交付要件等確認書

- 提出書類チェックリスト

助成金交付申請書

暴力団排除に関する誓約事項

参考様式１ 実施計画書

参考様式２ 費用総括表

参考様式３ 費用明細書

参考様式４ リース料金計算書

参考様式５ 個別クレジット契約による助成金に関する取決書

参考様式６ 交付要件等確認書

参考様式7 修繕等工事申請書・工事届出書

- 提出書類チェックリスト

助成金交付申請書

暴力団排除に関する誓約事項

参考様式１ 実施計画書

参考様式２ 費用総括表

参考様式３ 費用明細書

参考様式４ リース料金計算書

参考様式５ 個別クレジット契約による助成金に関する取決書

参考様式６ 交付要件等確認書

- 提出書類チェックリスト

別記第２号様式 （公社発行） 助成金交付決定通知書

別記第３号様式 （公社発行） 助成金不交付決定通知書

撤回 別記第４号様式 共通 交付申請撤回届出書 第12条

別記第５号様式 共通 助成事業承継承認申請書

別記第６号様式 （公社発行） 助成事業承継承認決定通知書

別記第７号様式 共通 助成事業計画変更申請書

別記様式 （公社発行） 助成事業計画変更承認通知書

住所等変更 別記第８号様式 共通 住所等の変更届出書 第16条

別記第16号様式 共通 債権譲渡承認申請書

別記様式 （公社発行） 債権譲渡承認通知書

廃止 別記第９号様式 共通 助成事業廃止届出書 第18条

別記第１０号様式 戸建住宅 助成事業実績報告書

別記第１０号様式 集合住宅（個人） 助成事業実績報告書

別記第１０号様式 集合住宅（全体） 助成事業実績報告書

- 共通 高断熱窓改修に関する代金領収書

助成金確定 別記第１１号様式 （公社発行） 助成金確定通知書 第20条

交付請求 別記第１２号様式 共通 助成金交付請求書 第21条

別記第１３号様式 共通 所有者変更承認申請書

別記様式 （公社発行） 所有者変更承認通知書

別記第１４号様式 共通 取得財産等処分承認申請書

別記様式 （公社発行） 財産等の処分に係る納付額通知書

別記様式 （公社発行） 財産等処分承認通知書

別記様式 （公社発行） 助成金交付決定取消通知書 第24条

別記様式 （公社発行） 助成金返還請求通知書

別記第１５号様式 共通 助成金返還報告書

別記第１号様式

別記第１号様式

別記第１号様式

第25条

第23条

第14条

戸建住宅

集合住宅（個別）

集合住宅（全体）

第７条

第10条

第13条

第19条

第22条

第17条

財産等処分

交付決定取消

交付申請

交付決定

事業承継

計画変更

実績報告

所有者変更

債権譲渡
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3.4 手続代行者 （交付要綱第９条参照） 

 申請者は、本助成金の交付申請等に係る手続きの代行を、施工業者等の第三者に対して依

頼することができます。  

助成金の交付申請等に係る手続きの代行を行う者（以下「手続代行者」という。）は、依頼され

た手続きについて誠意をもって実施してください。 

公社は原則として、申請書類等についての申請者への質問や依頼を手続代行者に連絡しま

すので、手続代行者が窓口となって対応してください。 

 

 ※ 公社は必要に応じて手続代行者が行う手続きについて調査を実施し、手続代行者が実施要

綱及び交付要綱並びに本手引の規定に従って手続きを遂行していないと認めるときは、当該

手続代行者に対し代行の停止を求め、以後、当該手続代行者による申請は受け付けませんの

で、ご注意ください。 

 

 

3.5 交付決定 （交付要綱第 10 条参照） 

 公社は、本助成金の申請を受けた後、当該申請の内容について書類審査及び必要に応じて

実施する現地調査等により、公社の基金の範囲内で本助成金の交付を決定します。 

 審査等の結果、助成金を交付すべきものと認めたときは、助成事業者に対し、「助成金交付決

定通知書（別記第２号様式）」を送付します。 

 

※ 審査の過程で、書類に関するヒアリングや現地確認・調査等を行うことがあります。その際は

ご協力をお願いいたします。 

※ 審査中の途中経過に関するお問い合わせには一切応じかねますので、ご了承ください。 

※ 公社職員への働きかけ・陳情等により、公正中立性が確保されないと判断された場合には、

審査対象から除外させていただきます。 

※ 助成金の交付決定通知は、郵送にて行います。送付先は、原則として手続代行者や共同

申請者ではなく、申請者住所となります。助成対象住宅の住所が申請者住所と異なる場合、

助成対象住宅には送付されませんので、ご注意ください。 

※ 審査等を行った結果、助成要件を満たさない場合等において、不交付の決定を行う場合が

あります。不交付とする場合についても、申請者に対しその結果を「助成金不交付決定通知

書（別記第３号様式）」にて通知いたします。 

※ 交付決定通知書に記載された助成金額は、助成限度額を明示するものであり、助成事業 

者に対して実際にお支払いする助成金額を約束するものではありません。助成事業完了後、

助成事業者から実績報告の提出を受けた後に、公社からの通知により助成金額が確定しま

す。 

なお、実際に助成事業に要した経費が交付決定額を超えた場合であっても、当初決定し公

社が通知した助成金額を超えてお支払いすることはできません。 
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3.6 申請の撤回 （交付要綱第 12 条参照） 

 助成事業者は、交付決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、助成金交付決

定通知書を受領した日の翌日から起算して 14 日以内に申請の撤回をすることができます。 

 申請の撤回をする場合は、「助成金交付申請撤回届出書（別記第４号様式）」を公社に提出し

てください。 

 

 

3.7 助成事業の承継 （交付要綱第 13 条参照） 

 助成事業者が相続、法人の合併、分割等又は契約による共同申請者への所有権の移転等、

地位の承継が行われた場合、助成事業を承継した者（以下「承継者」という。）は速やかに「助成事

業承継承認申請書（別記第５号様式）」を公社に提出してください。 

 公社は承継の内容を確認し、承認したときは、承継者宛てに「助成事業承継承認決定通知書

（別記第６号様式）」を送付します。 

 

 

3.8 助成事業の計画変更 （交付要綱第 14 条参照） 

 助成事業者は、助成事業の内容について次のような変更が生じる場合は、あらかじめ「助成事

業計画変更申請書（別記第７号様式）」を公社に提出してください。 

 公社は、提出された変更申請に対し、その内容が妥当であると認めたときは変更を承認するも

のとし、助成事業者宛に「助成事業計画変更承認通知書」を送付します。なお、承認に当たり、必

要に応じて条件を付す場合があります。 

 

＜変更が必要な案件＞ 

  ① 助成事業の内容を変更しようとするとき。 

  ② 助成対象経費の内訳を変更しようとするとき。 

 

  上記に係らない変更又は軽微な変更は、変更申請書の提出を不要とする場合もありますので、

事前に公社へご相談ください。 

   

 ※ 実績報告書提出時に、公社への事前相談又は変更申請がなされないまま、変更事項が判

明した時は、実績報告書を受理できない場合がありますのでご注意ください。 

 

 

3.9 事情変更による決定の取消し等 （交付要綱第 15 条参照） 

 本助成金の交付決定後、天災地変その他本助成金の交付の決定後生じた事情の変更により

助成事業の全部又は一部を実施する必要がなくなった場合、公社は本助成金の交付決定の全部

又は一部を取消し、又はその他の内容若しくはこれに付した条件を変更する場合があります。 
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3.10 事業者情報の変更 （交付要綱第 16 条参照） 

 助成事業者は、住所等の変更があった場合、速やかに「住所等の変更届出書（別記第８号様

式）」を公社に提出してください。 

助成事業者 変更内容 

個人 住所等 

法人及び管理組合 名称、代表者の氏名、主たる事務所の所在地等 

 

 

3.11 債権譲渡の禁止 （交付要綱第 17 条参照） 

 助成事業者は、助成金の交付決定によって生じる権利の全部又は一部について第三者に譲

渡又は承継（第 13 条に規定する承継を除く。）することはできません。ただし、事前に公社の承認

を得た場合はこの限りではありません。 

債権譲渡を行う場合は、「債権譲渡承認申請書（別記第 16 号様式）」を公社に提出してください。

公社は、申請された内容を確認し承認したときは、「債権譲渡承認通知書」により通知します。 

  

※ 販売中の既存住宅や転売物件において、住宅の所有者である売主が交付申請した後、

実績報告書を提出する時までに住宅の所有者が買主（住宅購入者）に変わる場合は、事前

に債権譲渡承認申請を行い、公社の承認を得ていただければ、買主に助成金が交付され

ます。 

 

 

3.12 助成事業の廃止 （交付要綱第 18 条参照） 

 助成事業者は、助成対象事業を廃止しようとするときは、速やかに「助成事業廃止届出書（別

記第９号様式）」を作成し、公社に報告してください。 

 

 

3.13 実績の報告 （交付要綱第 19 条参照） 

 助成事業者は、高断熱窓を設置した日と当該設置に係る支払が完了した日のいずれか遅い日

(以下「支払等完了日」という。) から、30 日以内に「助成事業実績報告書 (別記第 10 号様式)」 

及び添付書類を公社に提出してください。 

 

※ 高断熱窓の設置に係る支払が完了した日とは、工事請負代金の全額が当該工事請負業

者（施工業者等）に支払われた日となります。当該工事請負業者発行の領収書が必要となり

ますので、支払委託契約又は個別クレジットを利用する場合は、クレジット会社等が立替払

いする日程をご確認の上、実績報告書を作成してください。 

 

※ 助成対象経費について、国及び他の地方公共団体による補助金と併給する場合は、提出

期限を当該補助金の交付額の確定日（確定通知書発行日付）又は支払等完了日のいずれ

か遅い日から 30 日以内とします。 
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※ 報告書の最終提出期限は、令和 2 年９月 30 日となりますので、平成 31 年度末頃に申請さ

れる場合は、施工計画及び支払等完了日にご注意ください。 

 

※ 天災地変その他助成事業者の責に帰することのできない理由として公社が認めるものが

ある場合は、提出期限の見直しを行う場合もあります。 

 

※ 提出期限を過ぎると書類を受理しない場合がありますので、十分にご注意ください。 

 

 

3.14 助成金の確定 （交付要綱第 20 条参照） 

 公社は、助成事業者から提出された実績報告書について、書類審査及び必要に応じて実施

する現地調査等を行い、交付決定の内容及びこれに付した条件等に適合すると認めたときは、

交付すべき本助成金の額を確定し、その旨を「助成金確定通知書（別記第 11 号様式）」により

当該助成事業者に対して通知します。 

 

   ※ 審査の過程で、書類に関するヒアリングや現地確認・調査等を行うことがあります。その際は

ご協力をお願いいたします。 

※ 審査中の途中経過に関するお問い合わせには一切応じかねますので、ご了承ください。 

※ 公社職員への働きかけ・陳情等により、公正中立性が確保されないと判断された場合には、

審査対象から除外させていただきます。 

※ 助成金の確定通知は、郵送にて行います。送付先は、原則として手続代行者や共同申請

者ではなく、申請者住所となります。助成対象住宅の住所が申請者住所と異なる場合、助成

対象住宅には送付されませんので、ご注意ください。 

 

 

3.15 助成金の交付 （交付要綱第 21 条参照） 

 助成事業者は「助成金確定通知書」を受領後、助成金を受けようとするときは、「助成金交付請

求書（別記第 12 号様式）」を公社へ提出してください。 

 公社は助成事業者から助成金交付請求書を受領した後、助成金の支払いを行います。 

 

 

3.16 財産の管理 （交付要綱第 22 条参照） 

 助成事業者は、以下のとおり助成対象製品の管理を行い、（２）に該当する場合は、公社へ届

出を行ってください。 

 

（１） 助成事業者は、取得財産等について、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40

年大蔵省令第 15 号）に定められた耐用年数の期間（以下「法定耐用年数の期間」という。）に

おいて善良な管理者の注意をもって管理し、本助成金の交付の目的に従って、その効率的な

運用を図らなければなりません。 

※ 高断熱窓の法定耐用年数の期間は、10 年です。 
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（２） 法定耐用年数の期間に、助成対象住宅の譲渡等（交付要綱第 23 条に規定する譲渡を除

く。）により当該取得財産等の所有者を変更しようとする場合は、助成事業者及び当該変更後

の所有者は、あらかじめ「所有者変更承認申請書（別記第 13 号様式）」を公社に提出してくだ

さい。 

    公社は、 変更の内容を審査し、妥当であると認めたときは、当該申請に係る所有者の変

更を承認するものとし、「所有者変更承認通知書」を送付します。 

※ この場合において、交付要綱第10 条第１項の交付決定の内容及び第 11条の交付の

条件等の本助成金交付に伴う義務は、全て当該変更後の所有者に移転するものとしま

す。 

 

 

3.17 処分の制限 （交付要綱第 23 条参照） 

 助成事業者は、取得財産等の管理及び処分（本補助金の交付の目的以外に使用し、他の者

に貸し付け若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、債務の担保の用に供し、又は廃棄することをいう。

以下同じ。）に関して、次の事項を守らなければなりません。 

ただし、法定耐用年数の期間を経過した場合は、この限りではありません。 

 

（１） 取得財産等のうち取得価格又は効用の増加価格が１件当たり 50 万円以上のものであって

法定耐用年数の期間内に処分をしようとする場合は、あらかじめ「取得財産等処分承認申請

書」（別記第 14 号様式）を公社に提出し、承認を受けなければなりません。 

 

（２） 取得財産等の処分について承認を受け、処分しようとする場合は、「助成金等交付財産の

財産処分承認基準（平成26年４月１日26都環公総地第６号）」第３ ２に定める方法により算出

した額（以下「算出金」という。）を公社が請求します。助成事業者は、公社から請求を受けたと

きは、これを公社に納付しなければなりません。 

 

（３） 公社は、助成事業者から算出金が納付され処分を承認したときは、速やかに「財産等処分

承認通知書」により、助成事業者へ通知します。 

 

 

3.18 交付決定の取消し （交付要綱第 24 条参照） 

 助成事業者は、次のいずれかに該当する場合は、助成金の交付決定の全部又は一部が取り

消される場合があります。なお公社は、当該取消しを行ったときは、速やかに助成事業者に通知

するものとします。 

  

（１） 助成事業者が偽りその他不正の手段により助成金の交付の決定を受けたとき。 

（２） 助成事業者が助成金の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件その他法令に違反し、

又は本要綱に基づく公社の請求に応じなかったとき。 
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※ 交付すべき本助成金の額が確定した後でも、交付決定の取消しの要件に該当した場合は、

助成金の交付決定を直ちに取り消します。 

 

 

3.19 本助成金の返還 （交付要綱第 25 条参照） 

（１） 助成事業者による事業内容の虚偽申請、助成金等の重複受給、その他違反が判明した場

合、公社は助成事業者に対し、交付決定の全部又は一部を取消します。 

助成事業者は、交付決定の全部又は一部を取り消された場合、既に交付を行った助成金

があるときは、公社が付す期限内において助成金の全部または一部を返還しなければなりま

せん。 

 

   （２） 助成事業者は、本助成金の交付を受けた後、当該助成金の額が本手引き「2.5 助成金の

交付額」に定める額を超えたことが判明した場合は、公社が付す期限内に、当該超過額の返

還をしなければなりません。 

 

   （３） 助成事業者は、（１）及び（２）により本助成金の返還請求を受けたときは、公社が指定する

期日までに、当該助成金を公社に返還しなければなりません。 

 

   （４） 助成事業者は、（３）により本助成金を返還したときは、公社に対し、助成金返還報告書（別

記第 15 号様式）を提出しなければなりません。 

 

 

3.20 違約加算金 （交付要綱第 26 条参照） 

（１） 助成金交付決定の全部又は一部取消しとなった場合において、公社は助成事業者に対し、

本助成金を受領した日から納付の日までの日数（公社の事務処理に係る期間として公社が認

める日数を除く）に応じて、返還すべき額につき年 10.95％の割合を乗じて計算した違約加算

金を請求します。 

 

（２） 助成事業者は、（１）による違約加算金の納付の請求を受けたときは、これを公社に納付し

なければなりません。 

 

 

3.21 延滞金 （交付要綱第 27 条参照） 

（１） 助成事業者が公社の返還請求に応じず、公社が指定する期限までに当該返還金（違約加

算金がある場合には当該違約加算金を含む。）を納付しなかったときは、公社は助成事業者

に対し、納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、未納付額につき年 10.95％の割合

を乗じて計算した延滞金を請求します。 

 

（２） 助成事業者は、（１）による延滞金の納付の請求を受けたときには、これを公社に納付しな

ければなりません。 
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3.22 他の助成金等の一時停止等 （交付要綱第 28 条参照） 

 公社は助成事業者に対し、本助成金の返還を請求し、助成事業者が当該助成金、違約加算

金若しくは延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、同種の事務又は事業について交

付すべき助成金その他の給付金があるときは、相当の限度においてその交付を一部停止し、又は

当該給付金と未納付額とを相殺するものとします。 

 

 

3.23 助成事業の経理 （交付要綱第 29 条参照） 

 助成事業者は、助成事業の経理について、助成事業以外の経理と明確に区別した上で、帳簿

や支出の根拠となる証拠書類を揃えなければなりません。 

 さらに、これら帳簿や証拠書類は、助成事業実績報告書を提出した日の属する公社の会計年

度終了の日から 10 年間、管理・保存しておかなければなりません。 

 

 

3.24 調査等、指導・助言 （交付要綱第 30 条、第 31 条参照） 

 公社は、助成事業者に対し、次のとおり調査等、指導及び助言を行う場合があります。 

 

（１） 調査等 

   公社は、助成事業の適切な遂行を確保するために必要があると認めた場合は、助成事業に

関する報告を求め、助成対象住宅等に立ち入り、帳簿書類等を調査し、又は関係者に質問を

行います。助成事業者は、これらの調査等に応じてください。なお、応じていただけないときは、

交付決定の取消しをする場合があります。 

 

（２） 指導・助言 

   公社は、助成事業の適切な執行のために、助成事業者に対し必要な指導及び助言を行う

場合があります。助成事業者は、公社から受けた指導及び助言に従ってください。なお、従っ

ていただけないときは、交付決定の取消し又は本助成金の返還を行う場合があります。 

 

 

3.25 個人情報の取扱い （交付要綱第 32 条参照） 

 公社は、本事業の実施に関して知り得た助成事業者等の個人情報については、本事業の目

的を達成するために必要な範囲において、都に提供するほか、国及び区市町村が行う補助金等

の交付事業に関わる目的のみに使用します。 

 また、公社は、助成金の交付額の算定その他本事業の目的を達成するために必要な範囲にお

いて、助成事業者等が国及び地方公共団体等（以下、「国等」という。）から交付される補助金その

他の給付金の額に係る情報を国等と協議の上、当該国等から収集することがあります。 

 上記及び法令に定められた場合を除き、公社は、助成事業者等の個人情報について、本人の

承諾なしに、第三者に提供し、又は第三者から収集することはありません。 
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様
　

　
式

書
　

　
類

　
　

名
提

出
形

態
注

意
事

項

４
．

提
出

書
類

 

4
.1

 
交

付
申

請
に

必
要

な
提

出
書

類
（
別

表
第

２
参

照
）
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戸 建 住 宅

集 合 住 宅

（ 個 別 ）

集 合 住 宅

（ 全 体 ）

【戸
建

住
宅

、
集

合
住

宅
（個

別
）の

場
合

】
・費

用
明

細
書

の
記

載
と

整
合

性
が

と
れ

る
よ

う
に

、
全

て
の

改
修

箇
所

に
「窓

番
号

」を
明

記
　

し
て

く
だ

さ
い

。
（ガ

ラ
ス

交
換

・建
具

交
換

の
場

合
は

「ガ
ラ

ス
番

号
」も

あ
わ

せ
て

明
記

し
て

　
く

だ
さ

い
。

）

【集
合

住
宅

（全
体

）の
場

合
】

・住
戸

タ
イ

プ
、

部
屋

番
号

を
明

記
し

て
く

だ
さ

い
（例

：Ａ
タ

イ
プ

　
20

1号
室

　
等

）。
・費

用
明

細
書

の
記

載
と

整
合

性
が

と
れ

る
よ

う
に

、
全

て
の

改
修

箇
所

に
「窓

番
号

」を
明

記
　

し
て

く
だ

さ
い

。
（ガ

ラ
ス

交
換

・建
具

交
換

の
場

合
は

「ガ
ラ

ス
番

号
」も

あ
わ

せ
て

明
記

し
て

　
く

だ
さ

い
。

）

8
自

由
立

面
図

（四
方

）
※

写
真

不
可

コ
ピ

ー
〇

-
-

・費
用

明
細

書
の

記
載

と
整

合
性

が
と

れ
る

よ
う

に
、

全
て

の
改

修
箇

所
に

「窓
番

号
」を

明
記

　
し

て
く

だ
さ

い
。

（ガ
ラ

ス
交

換
・建

具
交

換
の

場
合

は
「ガ

ラ
ス

番
号

」も
あ

わ
せ

て
明

記
し

て
　

く
だ

さ
い

。
）

・立
面

図
が

な
い

場
合

は
、

手
書

き
で

も
可

。
（外

観
写

真
は

不
可

。
ま

た
、

全
て

の
改

修
箇

所
に

見
積

り
や

費
用

明
細

と
一

致
す

る
「窓

番
号

」を
必

ず
明

記
し

て
く

だ
さ

い
。

）

9
自

由
姿

図
コ

ピ
ー

-
〇

〇
・費

用
明

細
書

の
記

載
と

整
合

性
が

と
れ

る
よ

う
に

、
全

て
の

改
修

箇
所

に
「窓

番
号

」を
明

記
　

し
て

く
だ

さ
い

。
（ガ

ラ
ス

交
換

・建
具

交
換

の
場

合
は

「ガ
ラ

ス
番

号
」も

あ
わ

せ
て

明
記

し
て

　
く

だ
さ

い
。

）

10
自

由
原

本
〇

〇
〇

・発
行

後
３

か
月

以
内

の
も

の
を

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。
・申

請
者

が
所

有
権

者
と

し
て

登
記

さ
れ

て
い

る
こ

と
が

確
認

で
き

る
よ

う
に

し
て

く
だ

さ
い

。
　

※
非

法
人

と
な

る
管

理
組

合
の

場
合

は
、

理
事

長
等

（申
請

者
）個

人
の

も
の

を
提

出
し

て
　

　
 く

だ
さ

い
。

申
請

建
物

の
形

態

Ｎ
ｏ

様
　

　
式

書
　

　
類

　
　

名
提

出
形

態
注

意
事

項

建
物

の
登

記
事

項
証

明
書

〇
7

自
由

平
面

図
（全

フ
ロ

ア
）

※
フ

ル
リ

フ
ォ

ー
ム

の
場

合
は

、
改

築
前

後
の

図
面

両
方

を
ご

提
出

く
だ

さ
い

。

コ
ピ

ー
〇

〇

建 築 図 面
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戸 建 住 宅

集 合 住 宅

（ 個 別 ）

集 合 住 宅

（ 全 体 ）

【
申

請
者

が
個

人
の

場
合

】
次

の
い

ず
れ

か
１

つ
を

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。
　

　
※

有
効

期
限

内
の

も
の

。
　

①
住

民
票

（
発

行
後

３
か

月
以

内
の

も
の

）
　

②
運

転
免

許
証

　
③

運
転

経
歴

証
明

書
（交

付
年

月
日

が
平

成
2
4
年

4
月

1
日

以
降

の
も

の
）

　
④

健
康

保
険

証
　

⑤
個

人
番

号
カ

ー
ド

（
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

）
　

⑥
住

民
基

本
台

帳
カ

ー
ド

　
⑦

パ
ス

ポ
ー

ト
　

⑧
外

国
人

登
録

証
明

書
　

⑨
在

留
カ

ー
ド

　
⑩

特
別

永
住

者
証

明
書

　
⑪

身
体

障
碍

者
手

帳
　

⑫
療

育
手

帳
　

⑬
精

神
障

碍
者

保
健

福
祉

手
帳

　
※

日
本

で
発

行
さ

れ
た

も
の

で
あ

る
こ

と
。

　
※

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

の
記

載
が

あ
る

も
の

は
、

そ
の

箇
所

を
黒

塗
り

に
し

て
く

だ
さ

い
。

　
※

現
住

所
・
氏

名
の

記
載

が
あ

る
も

の
（
住

所
と

氏
名

が
記

載
さ

れ
た

頁
が

分
か

れ
て

い
る

場
合

　
　

は
、

両
方

の
頁

が
必

要
で

す
。

【
申

請
者

が
法

人
の

場
合

】
次

の
い

ず
れ

か
１

つ
を

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。
　

※
発

行
後

３
か

月
以

内
の

も
の

。
　

①
商

業
登

記
簿

（
現

在
事

項
証

明
書

又
は

履
歴

事
項

証
明

書
）

　
②

法
人

印
の

印
鑑

登
録

証
明

書

【
申

請
者

が
管

理
組

合
法

人
の

場
合

】
次

の
書

類
を

全
て

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。
　

①
理

事
長

等
選

任
の

議
事

録
。

　
②

商
業

登
記

簿
（
現

在
事

項
証

明
書

又
は

履
歴

事
項

証
明

書
）
又

は
法

人
印

の
　

 印
鑑

登
録

証
明

書
　

※
②

は
、

発
行

後
３

か
月

以
内

の
も

の
。

【
申

請
者

が
非

法
人

と
な

る
管

理
組

合
の

場
合

】
次

の
書

類
を

全
て

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。
　

①
理

事
長

等
選

任
の

議
事

録
　

②
理

事
長

等
個

人
の

上
記

【
申

請
者

が
個

人
の

場
合

】
で

提
出

す
る

書
類

の
う

ち
１

つ
。

申
請

建
物

の
形

態

Ｎ
ｏ

様
　

　
式

書
　

　
類

　
　

名
提

出
形

態
注

意
事

項

1
1

自
由

申
請

者
の

実
在

を
証

明
す

る
も

の
原

本
/
コ

ピ
ー

〇
〇

〇
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戸 建 住 宅

集 合 住 宅

（ 個 別 ）

集 合 住 宅

（ 全 体 ）

1
2

自
由

原
本

△
△

△

【
リ
ー

ス
事

業
者

と
共

同
申

請
す

る
場

合
】

リ
ー

ス
事

業
者

の
次

の
い

ず
れ

か
１

つ
を

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。
　

※
発

行
後

３
か

月
以

内
の

も
の

。
　

①
商

業
登

記
簿

（
現

在
事

項
証

明
書

又
は

履
歴

事
項

証
明

書
）

　
②

法
人

印
の

印
鑑

登
録

証
明

書

1
3

自
由

原
本

〇
〇

〇

【
申

請
者

が
個

人
の

場
合

】
 区

・
市

・
町

・
村

都
民

税
に

係
る

も
の

【
申

請
者

が
法

人
の

場
合

】
 法

人
都

民
税

に
係

る
も

の
※

直
近

１
か

年
分

も
の

を
提

出
し

て
く
だ

さ
い

。
※

課
税

証
明

書
は

不
可

と
し

ま
す

。
※

非
課

税
の

場
合

、
課

税
さ

れ
て

い
な

い
こ

と
を

証
明

す
る

も
の

を
提

出
し

て
く
だ

さ
い

。

1
4

自
由

原
本

△
△

△

【
リ
ー

ス
事

業
者

と
共

同
申

請
す

る
場

合
】

　
リ
ー

ス
事

業
者

の
法

人
都

民
税

に
係

る
も

の
　

※
直

近
１

か
年

分
の

も
の

　
※

課
税

証
明

書
は

不
可

と
し

ま
す

。

1
5

参
考

様
式

7
コ

ピ
ー

-
〇

-

【
分

譲
住

宅
の

場
合

】
共

用
部

分
の

工
事

の
場

合
、

共
用

部
の

工
事

時
の

工
事

申
請

書
及

び
承

諾
書

等
を

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。
（
公

社
書

式
で

は
な

く
、

組
合

独
自

の
書

式
で

も
可

。
ま

た
、

届
出

の
場

合
は

受
理

等
さ

れ
た

こ
と

が
わ

か
る

書
類

を
併

せ
て

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。
）

1
6

自
由

コ
ピ

ー
-

-
△

【
管

理
組

合
が

申
請

す
る

場
合

】
　

 本
事

業
に

係
る

改
修

の
意

思
決

定
を

行
っ

た
こ

と
が

わ
か

る
も

の
を

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。
　

※
必

須
記

載
内

容
に

つ
い

て
は

P
9
を

参
照

し
て

く
だ

さ
い

。
　

※
抜

粋
は

不
可

（
両

面
印

刷
可

）
　

※
該

当
箇

所
が

わ
か

る
よ

う
に

、
マ

ー
ク

や
付

箋
を

付
け

る
等

し
て

く
だ

さ
い

。

申
請

建
物

の
形

態

Ｎ
ｏ

様
　

　
式

書
　

　
類

　
　

名
提

出
形

態
注

意
事

項

納
税

し
た

こ
と

を
証

明
す

る
も

の
（
納

税
証

明
書

等
）

※
平

成
3
0
年

度
（
平

成
2
9
年

分
）

を
ご

提
出

く
だ

さ
い

工
事

申
請

書
及

び
工

事
届

出
書

（
公

社
が

求
め

る
場

合
、

管
理

組
合

の
管

理
規

約
等

）

管
理

組
合

総
会

の
議

案
書

及
び

議
事

録

リ
ー

ス
事

業
者

の
実

在
を

証
明

す
る

も
の

リ
ー

ス
事

業
者

の
納

税
し

た
こ

と
を

証
明

す
る

も
の

（
納

税
証

明
書

）
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戸 建 住 宅

集 合 住 宅

（ 個 別 ）

集 合 住 宅

（ 全 体 ）

1
7

自
由

リ
ー

ス
契

約
書

（
案

）
コ

ピ
ー

△
△

△

・
リ
ー

ス
事

業
者

と
共

同
申

請
す

る
場

合
に

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。
・
リ
ー

ス
料

金
か

ら
助

成
金

相
当

額
分

を
減

額
し

て
く
だ

さ
い

。
・
リ
ー

ス
期

間
は

原
則

法
定

耐
用

年
数

の
期

間
以

上
と

し
て

く
だ

さ
い

。
（
法

定
耐

用
年

数
の

期
間

を
下

回
る

契
約

で
あ

る
場

合
は

、
リ
ー

ス
期

間
満

了
後

に
再

リ
ー

ス
を

行
う
か

、
申

請
者

へ
所

有
権

移
転

が
行

わ
れ

る
よ

う
な

契
約

と
し

て
く
だ

さ
い

。
）

1
8

参
考

様
式

４
リ
ー

ス
料

金
計

算
書

原
本

△
△

△
・
リ
ー

ス
事

業
者

と
共

同
申

請
す

る
場

合
に

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。
・
リ
ー

ス
契

約
に

お
け

る
費

用
の

算
出

を
し

て
く
だ

さ
い

。

1
9

自
由

支
払

委
託

契
約

書
（
案

）
コ

ピ
ー

△
△

△
・
支

払
委

託
契

約
を

利
用

す
る

場
合

に
提

出
し

て
く
だ

さ
い

。
・
助

成
金

が
申

請
者

に
支

払
わ

れ
た

時
に

、
助

成
金

の
全

額
が

直
ち

に
当

該
支

払
い

委
託

の
　

事
業

者
に

一
括

で
支

払
わ

れ
る

旨
の

規
定

と
な

っ
て

い
る

必
要

が
あ

り
ま

す
。

2
0

参
考

様
式

５
個

別
ク

レ
ジ

ッ
ト
契

約
に

よ
る

補
助

金
に

関
す

る
取

決
書

原
本

△
△

△

・
個

別
ク

レ
ジ

ッ
ト
を

利
用

す
る

場
合

に
提

出
し

て
く
だ

さ
い

。
・
交

付
申

請
書

提
出

時
に

取
扱

ク
レ

ジ
ッ

ト
会

社
及

び
ク

レ
ジ

ッ
ト
契

約
番

号
が

決
ま

っ
て

い
な

　
い

場
合

は
、

当
該

箇
所

を
空

欄
の

ま
ま

一
旦

提
出

し
、

決
ま

り
次

第
、

速
や

か
に

再
提

出
し

て
く
だ

さ
い

。

2
1

参
考

様
式

６
原

本
〇

〇
〇

・
必

ず
、

申
請

者
自

身
が

署
名

（
手

書
き

）
、

捺
印

し
て

く
だ

さ
い

（
手

続
代

行
者

の
作

成
　

は
不

可
）
。

　
※

申
請

者
自

身
が

提
出

書
類

一
式

に
つ

い
て

責
任

を
持

ち
、

本
事

業
の

内
容

、
　

　
交

付
要

件
、

提
出

書
類

、
個

人
情

報
の

利
用

等
に

つ
い

て
確

認
し

了
解

し
た

　
　

上
で

申
請

し
、

且
つ

虚
偽

、
不

正
の

な
い

こ
と

を
確

認
す

る
た

め
の

書
類

で
す

。

2
2

自
由

原
本

/
コ

ピ
ー

△
△

△
・
そ

の
他

、
必

要
な

も
の

と
し

て
公

社
か

ら
要

求
が

あ
っ

た
場

合
は

、
提

出
し

て
く
だ

さ
い

。

リ ー ス 契 約 等 交
付

要
件

等
確

認
書

そ
の

他
公

社
が

必
要

と
認

め
る

書
類

申
請

建
物

の
形

態

Ｎ
ｏ

様
　

　
式

書
　

　
類

　
　

名
提

出
形

態
注

意
事

項
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4.2  実 告 に 必 要 な 提 出 書 類 （ 別 表 第 ３ 参 照 ）

 

戸 建 住 宅

集 合 住 宅

（ 個 別 ）

集 合 住 宅

（ 全 体 ）

1
別

記
第

1
0
号

様
式

原
本

〇
〇

〇
・
申

請
者

（
共

有
者

含
む

）
印

、
共

同
申

請
者

・
手

続
代

行
者

の
代

表
者

印
を

押
印

し
て

く
だ

さ
い

。
※

担
当

者
の

個
人

印
等

は
認

め
ま

せ
ん

。
※

申
請

者
と

共
有

者
は

、
別

の
印

を
押

印
し

て
く

だ
さ

い
。

2
自

由
コ

ピ
ー

〇
〇

〇
・
契

約
の

委
託

者
は

、
助

成
事

業
者

（
リ

ー
ス

契
約

の
場

合
は

共
同

申
請

者
）
と

同
一

人
と

し
て

　
く

だ
さ

い
。

・
注

文
書

で
契

約
す

る
場

合
は

、
注

文
請

書
（
施

工
業

者
が

発
行

）
を

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。

3
自

由
コ

ピ
ー

〇
〇

〇

・
宛

名
は

助
成

対
象

者
（
リ

ー
ス

契
約

の
場

合
は

リ
ー

ス
事

業
者

）
名

と
し

て
く

だ
さ

い
。

・
領

収
金

額
（
№

2
「
助

成
事

業
に

係
る

工
事

請
負

契
約

書
」
の

契
約

料
全

額
）
、

助
成

対
象

　
経

費
、

領
収

日
、

発
行

者
名

、
発

行
者

印
が

確
認

で
き

る
よ

う
に

し
て

く
だ

さ
い

。
・
支

払
委

託
契

約
又

は
個

別
ク

レ
ジ

ッ
ト
を

利
用

し
た

場
合

に
つ

い
て

も
、

施
工

業
者

が
発

行
　

し
た

領
収

書
を

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。

4
-

コ
ピ

ー
△

△
△

・
国

及
び

他
の

地
方

公
共

団
体

に
よ

る
補

助
金

の
交

付
を

受
け

る
場

合
の

み
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

・
公

社
か

ら
指

示
が

あ
っ

た
場

合
は

、
国

及
び

他
の

地
方

公
共

団
体

に
よ

る
補

助
金

に
係

る
交

付
要

綱
、

提
出

書
類

等
を

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。

5
自

由
原

本
〇

〇
〇

【
戸

建
・
分

譲
住

宅
個

別
申

請
の

場
合

】
・
全

て
の

施
工

箇
所

に
つ

い
て

撮
影

し
て

く
だ

さ
い

。
・
高

断
熱

窓
に

改
修

さ
れ

て
い

る
こ

と
が

確
認

で
き

る
よ

う
に

撮
影

し
て

く
だ

さ
い

。
・
平

面
図

の
記

載
と

整
合

性
が

と
れ

る
よ

う
に

、
全

て
の

改
修

箇
所

に
「
窓

番
号

」
を

明
記

　
し

て
く

だ
さ

い
。

（
ガ

ラ
ス

交
換

・
建

具
交

換
の

場
合

は
「
ガ

ラ
ス

番
号

」
も

あ
わ

せ
て

明
記

し
　

て
く

だ
さ

い
。

）
・
室

内
か

ら
撮

影
し

て
く

だ
さ

い
。

・
カ

ー
テ

ン
や

ブ
ラ

イ
ン

ド
等

は
開

け
、

窓
枠

ま
で

写
る

よ
う

に
し

て
く

だ
さ

い
。

・
窓

全
体

が
は

っ
き

り
と

確
認

で
き

る
よ

う
、

撮
影

し
て

く
だ

さ
い

。
※

窓
の

状
態

が
確

認
で

き
な

い
写

真
は

、
再

度
提

出
を

し
て

い
た

だ
く

こ
と

が
ご

ざ
い

ま
す

。
　

特
に

施
工

前
の

写
真

に
は

ご
注

意
く

だ
さ

い
。

助
成

事
業

に
係

る
工

事
請

負
契

約
書

助
成

事
業

実
績

報
告

書

助
成

事
業

に
係

る
領

収
書

国
及

び
他

の
地

方
公

共
団

体
に

よ
る

補
助

金
に

お
い

て
受

領
し

た
交

付
額

確
定

通
知

書

工
事

（
施

工
前

・
施

工
後

）
の

写
真

※
原

則
内

側
か

ら
撮

影
し

て
く

だ
さ

い
。

注
意

事
項

を
必

ず
ご

確
認

く
だ

さ
い

。

Ｎ
ｏ

様
　

　
式

書
　

　
類

　
　

名
提

出
形

態

申
請

建
物

の
形

態

注
意

事
項

4
.2

　
実

績
報

告
に

必
要

な
提

出
書

類
（
別

表
第

３
参

照
）
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戸 建 住 宅

集 合 住 宅

（ 個 別 ）

集 合 住 宅

（ 全 体 ）

5
自

由
原

本
〇

〇
〇

【
集

合
住

宅
（
全

体
）
申

請
の

場
合

】
・
マ

ン
シ

ョ
ン

の
部

屋
タ

イ
プ

別
に

全
て

の
施

工
箇

所
に

つ
い

て
撮

影
し

て
く

だ
さ

い
。

・
出

荷
証

明
（
公

社
参

考
様

式
）
等

を
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

・
平

面
図

の
記

載
と

整
合

性
が

と
れ

る
よ

う
に

、
全

て
の

改
修

箇
所

に
「
窓

番
号

」
を

明
記

し
て

　
く

だ
さ

い
。

（
ガ

ラ
ス

交
換

・
建

具
交

換
の

場
合

は
「
ガ

ラ
ス

番
号

」
も

あ
わ

せ
て

明
記

し
て

く
だ

　
さ

い
。

）
・
室

内
か

ら
撮

影
し

て
く

だ
さ

い
。

・
カ

ー
テ

ン
や

ブ
ラ

イ
ン

ド
等

は
開

け
、

窓
枠

ま
で

写
る

よ
う

に
し

て
く

だ
さ

い
。

・
窓

全
体

が
は

っ
き

り
と

確
認

で
き

る
よ

う
、

撮
影

し
て

く
だ

さ
い

。
※

窓
の

状
態

が
確

認
で

き
な

い
写

真
は

、
再

度
提

出
を

し
て

い
た

だ
く

こ
と

が
ご

ざ
い

ま
す

。
　

特
に

施
工

前
の

写
真

に
は

ご
注

意
く

だ
さ

い
。

6
自

由
リ

ー
ス

契
約

書
コ

ピ
ー

△
△

△

・
リ

ー
ス

事
業

者
と

共
同

申
請

す
る

場
合

に
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

・
リ

ー
ス

料
金

か
ら

助
成

金
相

当
額

分
を

減
額

し
て

く
だ

さ
い

。
・
リ

ー
ス

期
間

は
原

則
法

定
耐

用
年

数
の

期
間

以
上

と
し

て
く

だ
さ

い
。

（
法

定
耐

用
年

数
の

期
間

を
下

回
る

契
約

で
あ

る
場

合
は

、
リ

ー
ス

期
間

満
了

後
に

再
リ

ー
ス

を
行

う
か

、
申

請
者

へ
所

有
権

移
転

が
行

わ
れ

る
よ

う
な

契
約

と
し

て
く

だ
さ

い
。

）

7
自

由
支

払
委

託
契

約
書

コ
ピ

ー
△

△
△

・
支

払
委

託
契

約
を

利
用

す
る

場
合

に
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

・
助

成
金

が
申

請
者

に
支

払
わ

れ
た

時
に

、
助

成
金

の
全

額
が

直
ち

に
当

該
支

払
委

託
の

　
事

業
者

に
一

括
で

支
払

わ
れ

る
旨

の
規

定
と

な
っ

て
い

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。

8
自

由
個

別
ク

レ
ジ

ッ
ト
契

約
書

・
支

払
明

細
書

コ
ピ

ー
△

△
△

・
個

別
ク

レ
ジ

ッ
ト
契

約
を

利
用

す
る

場
合

に
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

9
自

由
原

本
/
コ

ピ
ー

△
△

△
・
そ

の
他

、
必

要
な

も
の

と
し

て
公

社
か

ら
要

求
が

あ
っ

た
場

合
は

、
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

リ ー ス 契 約 等 そ
の

他
公

社
が

必
要

と
認

め
る

書
類

工
事

（
施

工
前

・
施

工
後

）
の

写
真

※
原

則
内

側
か

ら
撮

影
し

て
く

だ
さ

い
。

注
意

事
項

を
必

ず
ご

確
認

く
だ

さ
い

。

Ｎ
ｏ

様
　

　
式

書
　

　
類

　
　

名
提

出
形

態

申
請

建
物

の
形

態

注
意

事
項
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4.3 交付請求に必要な提出書類 

 

戸 建 住 宅

集 合 住 宅

（ 個 別 ）

集 合 住 宅

（ 全 体 ）

1
別

記
第

1
2
号

様
式

原
本

〇
〇

〇
・
申

請
者

（
共

有
者

含
む

）
印

、
共

同
申

請
者

・
手

続
代

行
者

の
代

表
者

印
を

押
印

し
て

く
だ

さ
い

。
※

担
当

者
の

個
人

印
等

は
認

め
ま

せ
ん

。
※

申
請

者
と

共
有

者
は

、
別

の
印

を
押

印
し

て
く
だ

さ
い

。

2
自

由
コ

ピ
ー

〇
〇

〇

・
助

成
事

業
者

（
リ
ー

ス
契

約
の

場
合

は
共

同
申

請
者

）
と

同
一

の
口

座
名

義
と

し
て

く
だ

さ
い

。

・
振

込
口

座
情

報
の

記
載

さ
れ

た
預

金
通

帳
、

も
し

く
は

貯
金

通
帳

の
表

紙
及

び
振

込
口

座
情

報
記

載
頁

の
見

開
き

、
両

方
の

写
し

が
必

要
で

す
。

・
「
金

融
機

関
名

（
コ

ー
ド

）
」
「
支

店
名

（
コ

ー
ド

）
」
「
預

金
種

類
」
「
口

座
番

号
」
「
カ

タ
カ

ナ
の

口
座

名
義

人
氏

名
」
（
カ

タ
カ

ナ
が

確
認

で
き

な
い

場
合

に
は

、
キ

ャ
ッ

シ
ュ

カ
ー

ド
の

コ
ピ

ー
を

追
加

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。
）
が

は
っ

き
り

と
確

認
で

き
る

よ
う
に

し
て

く
だ

さ
い

。

・
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト
バ

ン
キ

ン
グ

等
で

通
帳

が
発

行
さ

れ
な

い
場

合
は

、
金

融
機

関
発

行
（
又

は
金

融
機

関
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
の

ロ
グ

イ
ン

後
の

画
面

）
の

も
の

で
、

「
金

融
機

関
名

（
コ

ー
ド

）
」
「
支

店
名

（
コ

ー
ド

）
」
「
預

金
種

類
」
「
口

座
番

号
」
「
カ

タ
カ

ナ
の

口
座

名
義

人
氏

名
」
が

確
認

出
来

る
も

の
を

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。

3
自

由
原

本
/
コ

ピ
ー

△
△

△
・
そ

の
他

、
必

要
な

も
の

と
し

て
公

社
か

ら
要

求
が

あ
っ

た
場

合
は

、
提

出
し

て
く
だ

さ
い

。
そ

の
他

公
社

が
必

要
と

認
め

る
書

類助
成

金
交

付
請

求
書

助
成

金
振

込
口

座
番

号
等

が
わ

か
る

書
類

（
通

帳
等

）

Ｎ
ｏ

様
　

　
式

書
　

　
類

　
　

名
提

出
形

態

申
請

建
物

の
形

態

注
意

事
項

4
.3

　
交

付
請

求
に

必
要

な
提

出
書

類
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５．様式の記入例 

5.1 交付申請書【戸建住宅】

 

申請者名

共同申請者名

手続代行者名

申請建物の形態

◆提出書類にある　必須：提出必須　　該当者のみ：該当する申請者のみ提出が必要 

Ｎｏ 様　　式 提　出　形　態 提出書類 参考資料
提出書類
チェック欄

1 本紙 提出書類チェックリスト 原本 必須 - □

2 第１号様式 助成金交付申請書 原本 必須
手引   P27/36-38

Q&A 202・ □

3 参考様式１ 実施計画書 原本 必須 手引   P27/39 □

4 参考様式２ 費用総括表 原本 必須 手引  P27/40-41 □

5 参考様式３ 費用明細書 ※１ 原本 必須
手引   P27/42-43
Q&A 302・304・

307
□

6 自由
助成対象経費の積算に関する根
拠書類（見積書等）

コピー 必須 手引   P27 □

7 自由 平面図　 コピー 必須 手引  P28・47 □

8 自由 立面図 コピー 必須
手引   P28・47

Q&A 422 □

9 自由 建物の登記事項証明書 ※２ 原本 必須
手引  P28

Q&A 418・419 □

10 自由
申請者の実在を証明するものを一
つ提出

※３
住民票：原本
運転免許証等：ｺﾋﾟｰ 必須 手引    P29 □

11 自由
リース事業者の実在を証明するも
の

※３ 原本
該当者
のみ

手引    P30
Q&A 501-506 □

12 自由
住民税に係る納税証明書
（課税証明書は不可）

※4
原本※直近１か年分
平成30年度(平成29
年分）

必須
手引   P30

Q&A 414-418 □

13 自由
原本 ※直近１
か年分

該当者
のみ

手引    P30 □

14 自由 リース契約書（案） コピー
該当者
のみ

手引    P31 □

15 参考様式４ リース料金計算書 原本
該当者
のみ

手引   P31・44 □

16 自由 支払委託契約書（案） コピー
該当者
のみ

手引   P31 □

17 参考様式５
個別クレジット契約による助成金に
関する取決書

原本
該当者
のみ

手引    P31・45 □

18 参考様式６ 交付要件等確認書 原本 必須 手引    P31・46 □

19 自由 その他公社が必要と認める書類
原本、若しくは
コピー

該当者
のみ

- □

※1

※2

※3

※4
※ 原本とは、公的機関で発行されたもので、発行機関の公印が押印されたものを指す。インターネットで個人的にプリントアウトしたものは不可。

（日本工業規格Ａ列４番）

　戸建住宅

納税していない方（非課税者）は、非課税証明書を提出すること。

既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金

提出書類チェックリスト

環境　　　太郎

△△リース株式会社

○○○ハウス株式会社

書　　類　　名

リース事業者の納税したことを証明
するもの（納税証明書）

改修する対象製品に対応する費用明細書を全て提出すること。

申請日から３か月以内のものとする。

申請日から３か月以内の（運転免許証を除く）ものとする。申請者が法人である場合は、商業登記の現在事項証明
書、商業登記の履歴事項証明書、法人印の印鑑登録証明書のいずれか原本を提出すること。

申請者名を記入してく

共同申請者又は手続代行者がいる場合は、該

当欄に会社名を記入してください。

申請に必要な提出 該当欄にチェックを入れてください。



36 
 

   

別記第１号様式（交付申請書）

公益財団法人東京都環境公社

殿

（日本工業規格Ａ列４番）

理事長

申 請 者 000 - 0000

【戸建】

年 〇 月 〇 日平成〇〇

郵 便 番 号

共 有 者 東京都南東京市○○町1丁目2番3号

ちきゅう　　じろう

東京都南東京市○○町1丁目2番3号

かんきょう　たろう

環境　　　太郎 印

住 所

（ふりがな）

氏 名

住 所

（ふりがな）

地球　　　次郎 印

共 同 申 請 者 000 - 0000

東京都千代田区○○町4丁目5番6号

氏 名

郵 便 番 号

住 所（リース事業者）

△△リース株式会社

代表取締役社長　　東京　三郎 印

手 続 代 行 者 000 - 0000

東京都南東京市××町7丁目8番9号

会 社 名

代表者等名

郵 便 番 号

住 所

助成金交付申請書

○○○ハウス株式会社

取締役社長　　多摩　住男 印

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

（第一面）

　公益財団法人東京都環境公社が定める既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱第７条の規定に基づき、以下のとおり助
成金の申請をします。

会 社 名

代表者等名

書類の作成日を記入してください。

住所・氏名は、提出する実在を証明する

書類の記載どおりに記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び代

表者（役職名・氏名）を記入してください。
環境

太郎

押印してください（認印可）

地球

次郎

助成対象住宅の所有権者に共有者がいる

場合は、共有者全員分を記入してください。

※複数名いる場合は、行を追加し、全員

分を記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び代

表者（役職名・氏名）を記入してください。

※共有者の住所が申請者と同じ場合は、

住所を記入しなくても構いません。

△△リース

株式会社

代表取締役

リース契約の場合に、リース事業者を

記入してください。

※所有権がリース事業者にない場合

（支払委託・個別クレジット）は、共同

申請としないでください。

○○○
ハウス（株）

取締役社長

手続代行者がいる場合に

記入してください。

代表者印を押印してください。

代表者印を押印してください。

押印してください（認印可）
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（同意する場合は、□を■にしてください）

＊助成金申請に係る手続きを代行者に依頼する場合に記入してください。

＊その場合、公社からの提出書類等の確認に関する連絡は、原則として手続代行者に行います。

（日本工業規格Ａ列４番）

記

１　助成対象住宅の情報

申請住宅の
住所

〒 000 － 0000

東京 都 南東京

３　事業期間

市区
町村

○○町１番２号３

２　助成金交付申請予定額 255,600

平成〇〇

（第二面） 【戸建】

 円（対象費用の１／６）税抜

※助成限度額　一住戸当たり５０万円

年 〇〇 月 〇〇 日月 〇 日 完了予定日 平成〇〇着工予定日 年 〇〇

1234 －090 )ＦＡＸ番号 （ 123 ） 4567 5678

６　共同申請者　担当者連絡先

所　属 営業部

４　暴力団排除に関する誓約

■

５　申請者連絡先

電話番号 （ 123 ） 4567 － 8910 E-mail kankyou123 ＠ green.bbb.ne.jp

－ 8910
緊急連絡先
（携帯等）

（

第三面の暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意します。 →

E-mail tokyo555

担当者名

市区
町村

○○町4丁目5番6号

電話番号 （ 019 ） 8765 － 4321

住　所

〒 000 － 0000

東京
都道
府県

千代田

1112ＦＡＸ番号 （ 012 ） 2222 －

担当者名

4322

７　手続代行者　担当者連絡先

所　属

ＦＡＸ番号 （ 019 ） 8765 －

緊急連絡先
（携帯等）

1234

市区
町村

××町7丁目8番９号

電話番号 （ 012 ） 2222 － 1111

住　所

〒 000 － 0000

東京
都道
府県

南東京

設計部

（ 080 ) 1111 － 2222

東京　五郎

会社名 △△リース株式会社

会社名 ○○○ハウス株式会社

多摩　一郎

E-mail tama999 ＠ reuse.bbb.ne.jp

＠ cnet.bbb.ne.jp

緊急連絡先
（携帯等）

（ 090 ) 5678 －

高断熱窓を設置する住宅の所在地

を記入してください。

「費用総括表」の助成金交付申請予定

額（Q）の金額を転記してください。

工事の着工予定日を記入してください。 申請内容に係る一連の工事及び支払いが完了

する予定日を記入してください。

第三面の誓約事項を確認いただき、同意いただける場合は、□を■にし

てください。※同意いただけない場合は、申請書を受理できません。

申請者に確実に連絡がつく電話

番号等を記入してください。

リース契約の場合に、リース事業者（確実に対応でき

る実務担当者）の連絡先を記入してください。

手続代行者に依頼する場合に、確実に対応でき

る実務担当者の連絡先を記入してください。



38 
 

  

（日本工業規格Ａ列４番）

　また、この誓約に違反又は相違があり、交付要綱第24条の規定により助成金交付決定の全部又は一部の取消
しを受けた場合において、交付要綱第25条に規定する助成金の返還を請求されたときは、これに異議なく応じる
ことを誓約いたします。

　あわせて、貴公社理事長又は東京都が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視
庁へ照会がなされることに同意いたします。

＊　この誓約書における「暴力団員等」とは、次に掲げる者をいう。

・　暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者

・　暴力団員を雇用している者

・　暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者

・　暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者

・　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者

暴力団排除に関する誓約事項

　既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第７条の規定に基づく
助成金の交付申請を行うに当たり、当該申請により助成金等の交付を受けようとする者（法人その他の団体に
あっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が交付要綱第３条に規定する助
成対象者に該当し、将来にわたっても該当するよう法令等を遵守することをここに誓約いたします。

平成〇〇

（第三面） 【戸建】

年 〇 月 〇 日

内容を必ずご確認ください。

書類の作成日を記入してください。
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  参考様式１（実施計画書） 【戸建】

※□の箇所は、該当項目に■を付ける

１ 申請者 氏 名

■ 個人 □ 法人（買取再販事業者を含む）

２ リース等の形態 ■ リース利用 □ 支払委託 □ 個別クレジット

３ 住宅の概要 ■ 戸建住宅（所有） □ 戸建住宅（賃貸） □ 戸建住宅（転売）

年

人

工 法 ■ □ □ Ｓ造 □ ＲＣ造

□ □ （ ）

㎡ （小数点以下第２位まで、３位以下切捨て）

４ 改修工法

■ □ □ □ ■

５ 他の補助金への申請状況

　他の補助金に応募（申請）している、又は申請予定の場合はその補助金の名称を必ず記入すること。

①

円

②

円

③

円

④

円

（日本工業規格Ａ列４番）

実施団体等名

補助金交付額（予定）

補助金交付額（予定）

事　業　名

実施団体等名

実施団体等名

補助金交付額（予定）

事　業　名

住宅ストック循環支援事業

補助金交付額（予定） 228,000

事　業　名

実施団体等名 住宅ストック循環支援事業事務局

事　業　名

ＳＲＣ造 その他

延 べ 床 面 積 100.00

ガラスの交換 窓

ガラス交換 カバー工法 建具交換 外窓の交換 内窓の取付

木造（枠組壁工法）

実施計画書

環境　太郎

所 有 者

住 宅 区 分

築 年 数 5

居 住 者 人 数 4

木造（軸組工法）

高断熱窓を設置する住宅についての

情報を記入してください。

交付申請書（別記第１号様式）に記載

した申請者名を記入してください。

いずれも利用しない場合は、

チェック不要です。

支払委託・個別クレジットを利用する場合

は、共同申請になりません。

該当する全ての改修方法に

チェックを入れてください。

併給する他の補助金がある（予定

を含む）場合は、記入してください。
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参考様式２（費用総括表） 【戸建】

・助成対象の合計金額は、必ず[税抜]で記載すること。

＜助成金上限額＞

円 円 円 円

戸 円 円

＜助成金交付申請予定額＞

←

円 円 円 円

※小数点以下、切り捨て。

＜チェック用＞　※該当項目に■を付ける

円 + 円 ＝ 円 ≦ 円

（日本工業規格Ａ列４番）

費用総括表

助
成
対
象

改修工法 助成対象金額（Ａ）　　[税抜] 摘要

ガラス交換 459,000 円

カバー工法

外窓の交換 円

内窓の取付 1,075,000 円

円

建具交換 円

330,720 円

合計（Ｅ）＝（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 4,464,720 円

助成対象経費（Ｂ） 1,534,000 円

助
成

対
象
外

その他工事費用、諸経費等（Ｃ） 2,600,000 円

消費税（Ｄ）

助成対象経費 助成対象経費の1/2 都と重複する国 仮算定上限額①

他
補
助
併
給

国からの補助金交付申請予定額（Ｆ） 228,000 円

※都と重複する金額を
記入すること

区市町村からの補助金交付申請予定額（Ｇ） 円

民間事業者等からの補助金交付申請予定額（Ｈ）

（Ｋ）＝(Ｊ)-(Ｆ)

1,534,000 767,000 228,000 539,000

円

合計（Ｉ）＝（Ｆ+Ｇ＋Ｈ） 228,000 円

戸数 助成上限単価 仮算定上限額②
（Ｌ） （Ｍ） （Ｎ）＝(Ｌ)×(Ｍ)

（Ｂ） (Ｊ)＝（Ｂ）×1/2 の補助金額（Ｆ）

1 500,000 500,000

助成金上限額（Ｏ）
500,000 円

※(Ｋ）と(Ｎ)のうち小さい額

255,666 500,000

助成対象経費 仮算定助成金額 助成金上限額 助成金交付申請予定額（Ｑ）

255,600 228,000 483,600 1,534,000

（Ｂ） (Ｐ)＝(Ｂ)×1/6 （Ｏ） 　※(Ｐ）と(Ｏ)のうち小さい額

1,534,000 255,600

□ 不適

都助成金(Ｑ) 他補助併給合計（Ｉ） 合計 助成対象経費（Ｂ）

　※100円未満切り捨て

全ての補助金及び助成金の合算が助成対象経費以内で
あること（Ｑ+Ｉ≦Ｂ）

■ 適

※下記＜チェック用＞
の結果が「適」である
場合は、この金額を
【別記第１号様式 交付
申請書】に転記する

「不適」の場合は、２頁目へ

費用明細書に記載した助成対象経費

の材料費・工事費の合計を税抜で記入

してください。

※改修工法ごとの費用明細書が複数

枚にわたる場合は、それぞれの合計を

記入してください。

見積書の合計金額と一

致させてください。

併給する他の補助金等がある場

合、本事業と補助対象経費が重

複する交付申請予定額を記入し

てください。

仮算定上限額①（Ｋ）と

仮算定上限額②（Ｎ）のうち、

小さい方の額を記入してください。

助成金上限額（Ｏ）と

仮算定助成金額（Ｐ）のうち、

小さい方の額を記入してください。

本助成金と重複する国及び他の地方公共団

体による補助金の合算が本事業の助成対象

経費以内の場合は「適」に■を付けてくださ

い。

＜チェック用＞の結果が「適」の場合

見積書の助成対象外経費

の合計を記入してください。
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※「不適」となった場合

円 円 円

＝ 円 ←

　※100円未満切り捨て

-
助成対象経費（Ｂ）

〇〇,〇〇〇 〇〇,〇〇〇〇〇〇,〇〇〇

助成金交付申請予定額（Ｑ） 〇,〇〇〇
※＜チェック用＞の結果が「不適」である場合
は、この金額を【別記第１号様式 交付申請書】
に転記する

都助成金(Ｑ)
-

他補助併給合計（Ｉ）

＜チェック用＞の結果が「不適」となった場合は、２この頁も

併せて提出してください。（「適」の場合は、不要です。）

＜チェック用＞の結果が「不適」となった場合は、

この金額を適用してください。
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。
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円

[税抜]

( F ) 金利（金額） 〇〇〇，〇〇〇
円

[税抜] 〇〇〇，〇〇〇
円

[税抜]

( G ) リース料総額 〇，〇〇〇，〇〇〇
円

[税抜] 〇，〇〇〇，〇〇〇

％

( D ) リース保険料・諸税等 〇〇，〇〇〇
円

[税抜] 〇〇，〇〇〇
円

[税抜]

( E ) 金利 〇.〇〇〇 ％ 〇.〇〇〇

（対象費用の１／６）

※助成限度額　一住戸あたり５０万円

( C )
助成金充当後の額　[合計]

（Ａ）－（Ｂ）
〇，〇〇〇，〇〇〇

円

[税抜] 〇，〇〇〇，〇〇〇
円

[税抜]

( B )
助成金交付申請予定額

[合計]
〇〇〇，〇〇〇 円 円

費用項目
助成金ありの場合

（助成金適用後の金額）
助成金なしの場合

（助成金適用前の金額）

( A )
リース契約工事金額

[合計] 〇，〇〇〇，〇〇〇 円[税抜]

２　リース料金計算

年 〇 月 〇〇
リース
期間

平成 〇〇 年 〇〇

〇〇 年 〇 カ月間 　

日 まで月 〇 日 から 平成 〇〇

参考様式４（リース料金計算書）

既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金

リース料金計算書
 
１　リース契約期間

リース契約を利用する場合に提出し

てください。

助成金の交付を受けた場合と受けなかった場合の

金額を記入してください。

「助成金ありの場合」は、助成金相当額が必

ず減額されていること。
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参考様式５（クレジット取決書）

公益財団法人東京都環境公社

理事長　殿

年 月 日

（日本工業規格Ａ列４番）

記

取扱クレジット会社名

○○カード株式会社

２　申請者は、助成金を受給した際に、当該助成を個別クレジット契約に基づく債務の弁済金にあてる
　ものとします。

個別クレジット契約による助成金に関する取決書

申請者 〒 000-0000

住所 東京都南東京市○○町1丁目2番3号

氏名 環境　太郎 印

　申請者は、公益財団法人東京都環境公社（以下、公社という）が交付する既存住宅における高断熱窓導入促進事
業助成金に申請する一連の工事（材料費・工事費含む）を、下記個別信用購入あっせん関係受領契約（以下、個別
クレジット契約という）により購入し助成金申請を行う場合、次に定める事項を公社と約し、遵守するものとします。

１　申請者は、使用者として法定耐用年数以上は、適切に助成対象高断熱窓の管理を行います。

既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金

〇 〇平成〇〇

環境

太郎

代表者印を押印してください。

契約するクレジット会社名を記入してください。

なお、交付申請書提出時に取扱クレジット会社が決まっていない場合は、「取扱ク

レジット会社名」欄を空欄のまま一旦提出し、決まり次第、速やかに再提出してく

ださい。

個別クレジット契約を利用する場合に提出してください。

書類の作成日を記入して

ください。
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【戸建】

 
１　交付申請について

２　助成事業者の資格

３　工事請負契約及び工事期間について

４　個人情報の利用目的について

５　申請提出書類一式について

６　申請する対象製品の仕様について

７　交付決定について

８　現地調査及び取材等の協力

９　手続代行者について　※手続代行を他者へ依頼する場合のみチェックすること

以上の内容に相違ないことを確認しました。

年 月 日

印

印

平成〇〇 〇 〇

申請者氏名

共同申請者氏名

環境　 太郎

△△リ ース 株式会社
　 　 代表取締役社長　 　 東京　 三郎

　申請者、共同申請者及び手続代行者はお互いに連携を図り、事業が円滑に推進できるよう努める。 □ □

　公社が発行する各種書類が、申請者又は共同申請者へ通知されたことを公社は手続代行者へも連絡する場合がある。 □ □

　助成事業者となった際に、公社が行う取材等に協力できる。 □ □

　手続代行者が交付要綱及び手引の要件を満たしていることを確認している。 □ □

　助成率及び助成金の上限額について理解し、了解している。 □ □

　公社が助成金交付の確定のために現地調査を行う際、協力する。 □ □

　本事業が、必ず採択されるものではないことを理解し、了承している。 □ □
　交付決定は助成金額を決定しているものではないことを理解し、了承している。 □ □

　一般社団法人環境共創イニシアチブに登録された対象製品を導入し、その性能が損なわれないように適切に施工される住宅
であることを確認している。 □ □

　対象製品及び工事に関し、申請者又は共同申請者と、施工業者との契約、施工、製品等の品質・性能、燃料等の調達、導入
完了後の保守や保証等、知的財産権等を公社は保証しないこと及び万一、前記に関する紛争等が起きても、公社は関与しない
ことを理解し、了承している。

□ □

　本事業における個人情報の利用目的について理解し、了解している。 □ □

　申請書及び添付書類一式について責任を持ち、虚偽、不正の記載が一切ないことを確認している。 □ □

　申請時点において、助成対象工事及び関連工事の契約・着工は行っていない、又は、交付要綱第４条第２項第一号ただし書
きに該当する。 □ □

　交付決定以降、契約・工事着工することを理解し、了解している。 □ □

　申請者は、申請する既存住宅の所有者である。 □ □

　申請者は、本助成金の事業内容を全て承知の上で、公益財団法人東京都環境公社（以下「公社」という。）に必要な申請書類
を提出すること。
　なお、提出された申請書を公社が審査した結果、助成金の交付対象にならない場合があることを申請者が承知したうえで申請
を行うこと。
　また、申請者（手続代行者がいる場合は手続代行者も含む）は、提出前に必ず申請者をコピーし、控えておくこと。

□ □

参考様式６（確認書）

既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金

交付要件等確認書
申請者
確認欄

共同申請者
確認欄

全ての項目を確認の上、

チェックしてください。 共同申請者がいない場合は、

「申請者確認欄」のみチェックし

てください。

環境

太郎

△△リース

株式会社

代表取締

書類の作成日を記入して

ください。

署名は、必ず手書きで記

入してください。
必ず、申請者ご本人（交付申請書と同一人）が

署名の上、捺印してください。

※手続代行者の代筆不可。

共同申請者氏名は、代表者又は連絡先担当者名を

署名の上、捺印してください。
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【平面図（作成例）】  

※改修する窓だけでなく、改修しない窓や階段、扉等もご記入ください。部屋の区切りのみの図面は

再提出をお願いする場合がございます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【立面図】 

 

 

 

 

（南側立面図） （東側立面図）

（北側立面図） （西側立面図）

Ｗ１

Ｗ６

Ｗ16 Ｗ17 Ｗ18

Ｗ２ Ｗ３

Ｗ19 Ｗ13

Ｗ８
W４

W５

Ｗ12
W11 W９

Ｗ15Ｗ14

W７

① ① ① ①

①

②

Ｗ10

改修箇所に窓番号を付番してください。 

（ガラス交換及び建具交換の場合は、 

ガラス番号も付番してください。） 

改修する居室及びその他の部屋等に着色や枠

で囲う等のマーキングをしてください。 
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5.2 交付申請書【集合住宅（個別）】 

 
 

申請者名

共同申請者名

手続代行者名

申請建物の形態

◆提出書類にある　必須：提出必須　　該当者のみ：該当する申請者のみ提出が必要 

Ｎｏ 様　　式 提　出　形　態 提出書類 参考資料
提出書類
チェック欄

1 本紙 提出書類チェックリスト 原本 必須 - □

2 第１号様式 助成金交付申請書 原本 必須 手引  P27/36-38
Q&A 202 □

3 参考様式１ 実施計画書 原本 必須 手引    P27/39 □

4 参考様式２ 費用総括表 原本 必須 手引   P27/40-41 □

5 参考様式３ 費用明細書 ※１ 原本 必須 手引   P27/42-43
Q&A 302・304・307 □

6 自由
助成対象経費の積算に関する根
拠書類（見積書等）

コピー 必須 手引    P27 □

7 自由 平面図 コピー 必須 手引   P28・47 □

8 自由 姿図 コピー 必須 手引    P28 □

9 自由 建物の登記事項証明書 ※２ 原本 必須 手引   P28
Q&A 418・419 □

10 自由
申請者の実在を証明するものを一
つ提出

※３
住民票：原本
運転免許証等：コピー 必須 手引   P29 □

11 自由
リース事業者の実在を証明するも
の

※３ 原本
該当者
のみ

手引   P30
Q&A 501-506 □

12 自由
住民税に係る納税証明書
（課税証明書は不可）

※4
原本※直近１か年分
平成30年度(平成29
年分）

必須 手引   P30
Q&A 414-418 □

13 自由
原本 ※直近１
か年分

該当者
のみ

手引    P30 □

14
参考様式7

/自由
コピー

共用部
必須

手引    P30 □

15 自由 リース契約書（案） 原本
該当者
のみ

手引   P31 □

16 参考様式４ リース料金計算書 原本
該当者
のみ

手引    P31・44 □

17 自由 支払委託契約書（案） 原本
該当者
のみ

手引    P31 □

18 参考様式５
個別クレジット契約による助成金に
関する取決書

原本
該当者
のみ

手引   P31・45 □

19 参考様式６ 交付要件等確認書 原本 必須 手引   P31・46 □

20 自由 その他公社が必要と認める書類 原本/コピー
該当者
のみ

- □

※１

※２

※３

※4
※ 原本とは、公的機関で発行されたもので、発行機関の公印が押印されたものを指す。インターネットで個人的にプリントアウトしたものは不可。

（日本工業規格Ａ列４番）

納税していない方（非課税者）は、非課税証明書を提出すること。

申請日から３か月以内の（運転免許証を除く）ものとする。申請者が法人である場合は、商業登記の現在事項証明書、
商業登記の履歴事項証明書、法人印の印鑑登録証明書のいずれか原本を提出すること。

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

提出書類チェックリスト

環境　花子

株式会社○○工務店

　集合住宅（個別）

書　　類　　名

リース事業者の納税したことを証明
するもの（納税証明書）

修繕等工事申請書・工事届出書
（専有部工事の場合は不要）

改修する対象製品に対応する費用明細書を全て提出すること。

申請日から３か月以内のものとする。

申請者名を記入してください。

共同申請者又は手続代行者がいる場合は、

該当欄に会社名を記入してください。

該当欄にチェックを入れてください。申請に必要な提出

書類を全て揃えて
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第１号様式（交付申請書）

公益財団法人東京都環境公社

殿

（日本工業規格Ａ列４番）

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

助成金交付申請書

東京都渋谷区○○3-3-3

手 続 代 行 者 000 - 0002

株式会社○○工務店

代表取締役社長　　公社　次朗 印

会 社 名

代表者等名

住 所

【集合（個別）】

申 請 者 000 - 0000

東京都新宿区○○1-1-1-1234号室

かんきょう　はなこ

郵 便 番 号

住 所

（ふりがな）

〇 日平成〇〇 年 〇〇 月

印環境　花子

-

住 所

（ふりがな）

理事長

氏 名

氏 名

郵 便 番 号

住 所

会 社 名

共 同 申 請 者

（リース事業者）

東京都新宿区○○1-1-1-1234号室

かんきょう　いちろう

共 有 者

環境　一郎 印

代表者等名

郵 便 番 号

印

（第一面）

　公益財団法人東京都環境公社が定める既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱第７条の規定に基づき、以下のとおり助
成金の申請をします。

環境

花子

環境

一郎

○○

工務店

代表取締役

社長

書類の作成日を記入してください。

リース契約の場合に、リース事業者を記入

してください。

※所有権がリース事業者にない場合（支払

委託・個別クレジット）は、共同申請としない

でください。

住所・氏名は、提出する実在を証明する書類

の記載どおりに記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び代表

者（役職名・氏名）を記入してください。

助成対象住宅の所有権者に共有者がいる場合

は、共有者全員分を記入してください。

※複数名いる場合は、行を追加して全員分を

記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び代表

者（役職名・氏名）を記入してください。

※共有者の住所が申請者と同じ場合は、

住所を記入しなくても構いません。

手続代行者がいる場合に記入

してください。

押印してください（認印可）

押印してください（認印可）

代表者印を押印してください。
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（同意する場合は、□を■にしてください）

＊助成金申請に係る手続きを代行者に依頼する場合に記入してください。

＊その場合、公社からの提出書類等の確認に関する連絡は、原則として手続代行者に行います。

（日本工業規格Ａ列４番）

090 ) 0000 － 0004ＦＡＸ番号 （ 03 ） 0000 － 0005
緊急連絡先
（携帯等）

（

03 ） 0000 － 0004 E-mail shibuya ＠ ccccc.jp

７　手続代行者　担当者連絡先

会社名 株式会社○○工務店

所　属 リフォーム事業部

担当者名 渋谷　三郎

住　所

〒 000 － 0002

東京
都道
府県

渋谷
市区
町村

○○3-3-3

） － E-mail ＠

ＦＡＸ番号 （ ） －
緊急連絡先
（携帯等）

（ ) －

電話番号 （

６　共同申請者　担当者連絡先

会社名

所　属

担当者名

住　所

〒 －

都道
府県

市区
町村

aaaaa.jp

ＦＡＸ番号 （ 03 ） 0000 － 0001
緊急連絡先
（携帯等）

（ 090 ) 0000 － 0000

kankyo ＠E-mail

（第二面）

２　助成金交付申請予定額 92,500

年 〇〇 月 〇〇

３　事業期間

着工予定日 平成〇〇 年 〇〇 月 〇 日 完了予定日

 円（対象費用の１／６）税抜

※助成限度額　一住戸当たり５０万円

日平成〇〇

電話番号 （

→ ■

５　申請者連絡先

電話番号 （ 03 ） 0000 － 0000

【集合（個別）】

記

１　助成対象住宅の情報

申請住宅の
住所

〒 000 － 0000

東京 都 新宿
市区
町村

○○1-1-1-1234号室

４　暴力団排除に関する誓約

第三面の暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意します。

高断熱窓を設置する住宅の所在地

を記入してください。

「費用総括表」の助成金交付申請予定

額（Ｑ）の金額を転記してください。

工事の着工予定日を記入してください。 申請内容に係る一連の工事及び支払いが完了

する予定日を記入してください。

第三面の誓約事項を確認いただき、同意いただける場合は、□を■にし

てください。※同意いただけない場合は、申請書を受理できません。

申請者に確実に連絡がつく電話

番号等を記入してください。

リース契約の場合に、リース事業者（確実に対応でき

る実務担当者）の連絡先を記入してください。

手続代行者に依頼する場合に、確実に対応でき

る実務担当者の連絡先を記入してください。
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（日本工業規格Ａ列４番）

暴力団排除に関する誓約事項

（第三面） 【集合（個別）】

平成〇〇 年 〇〇 月 〇 日

・　暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者

・　暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者

・　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者

・　暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者

・　暴力団員を雇用している者

　既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第７条の規定に基づく
助成金の交付申請を行うに当たり、当該申請により助成金等の交付を受けようとする者（法人その他の団体に
あっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が交付要綱第３条に規定する助
成対象者に該当し、将来にわたっても該当するよう法令等を遵守することをここに誓約いたします。

　また、この誓約に違反又は相違があり、交付要綱第24条の規定により助成金交付決定の全部又は一部の取消
しを受けた場合において、交付要綱第25条に規定する助成金の返還を請求されたときは、これに異議なく応じる
ことを誓約いたします。

　あわせて、貴公社理事長又は東京都が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視
庁へ照会がなされることに同意いたします。

＊　この誓約書における「暴力団員等」とは、次に掲げる者をいう。

内容を必ずご確認ください。

書類の作成日を記入してください。
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参考様式１（実施計画書） 【集合（個別）】

※□の箇所は、該当項目に■を付ける

１ 申請者 氏 名

■ 個人 □ 法人（買取再販事業者を含む）

２ リース等の形態 □ リース利用 □ 支払委託 □ 個別クレジット

３ 住宅の概要 ■ □ □

年

人

□ □ □ Ｓ造 □ ＲＣ造

■ □ （ ）

４ 改修工法

□ □ □ □ ■

５ 他の補助金への申請状況

　他の補助金等に応募（申請）している、又は申請予定の場合はその補助金等の名称を必ず記入すること。

①

円

②

円

③

円

④

円

（日本工業規格Ａ列４番）

補助金交付額（予定）

平成〇〇年度　高性能建材による住宅の断熱リフォーム支援事業

一般社団法人環境共創イニシアチブ

〇〇区新エネルギー及び省エネルギー機器等導入補助金制度

〇〇区

補助金交付額（予定）

事　業　名

実施団体等名

補助金交付額（予定） 100,000

事　業　名

実施団体等名

補助金交付額（予定） 185,140

事　業　名

実施団体等名

事　業　名

実施団体等名

木造（軸組工法） 木造（枠組壁工法）

ＳＲＣ造 その他

ガラスの交換 窓

ガラス交換 カバー工法 建具交換 外窓の交換 内窓の取付

工 法

居 住 者 人 数 4

実施計画書

環境　花子

所 有 者

住 宅 区 分

築 年 数 25

集合住宅(個別)[所有] 集合住宅(個別)[賃貸] 集合住宅(個別)[転売]

高断熱窓を設置する住宅についての

情報を記入してください。

交付申請書（別記第１号様式）に記載

した申請者名を記入してください。

いずれも利用しない場合は、

チェック不要です。

支払委託・個別クレジットを利用する場合

は、共同申請になりません。

該当する全ての改修方法に

チェックを入れてください。

併給する他の補助金がある（予定

を含む）場合は、記入してください。
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参考様式２（費用総括表） 【集合（個別）】

・助成対象の合計金額は、必ず[税抜]で記載すること。

＜助成金上限額＞

円 円 円 円

戸 円 円

＜助成金交付申請予定額＞

←

円 円 円 円

※小数点以下、切り捨て。

＜チェック用＞　※該当項目に■を付ける

円 + 円 ＝ 円 ≦ 円

（日本工業規格Ａ列４番）

92,500 285,140 377,640 555,420

□ 不適

都助成金(Ｑ) 他補助併給合計（Ｉ） 合計 助成対象経費（Ｂ）

92,570 92,570 92,500

　※100円未満切り捨て

全ての補助金及び助成金の合算が助成対象経費以内で
あること（Ｑ+Ｉ≦Ｂ）

■ 適

※下記＜チェック用＞
の結果が「適」である
場合は、この金額を
【別記第１号様式 交付
申請書】に転記する

助成対象経費 仮算定助成金額 助成金上限額 助成金交付申請予定額（Ｑ）
（Ｂ） (Ｐ)＝(Ｂ)×1/6 （Ｏ） 　※(Ｐ）と(Ｏ)のうち小さい額

555,420

1 500,000 500,000

助成金上限額（Ｏ）
92,570 円

※(Ｋ）と(Ｎ)のうち小さい額

戸数 助成上限単価 仮算定上限額②
（Ｌ） （Ｍ） （Ｎ）＝(Ｌ)×(Ｍ)

（Ｂ） (Ｊ)＝（Ｂ）×1/2 の補助金額（Ｆ） （Ｋ）＝(Ｊ)-(Ｆ)

555,420 277,710 185,140 92,570

円

合計（Ｉ）＝（Ｆ+Ｇ＋Ｈ） 285,140 円

助成対象経費 助成対象経費の1/2 都と重複する国 仮算定上限額①

他
補
助
併
給

国からの補助金交付申請予定額（Ｆ） 185,140 円

※都と重複する金額を
記入すること

区市町村からの補助金交付申請予定額（Ｇ） 100,000 円

民間事業者等からの補助金交付申請予定額（Ｈ）

44,434 円

合計（Ｅ）＝（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 599,854 円

助成対象経費（Ｂ） 555,420 円

助
成

対
象
外

その他工事費用、諸経費等（Ｃ） 円

消費税（Ｄ）

費用総括表

助
成
対
象

改修工法 助成対象金額（Ａ）　　[税抜] 摘要

ガラス交換 円

カバー工法

外窓の交換 円

内窓の取付 555,420 円

円

建具交換 円

「不適」の場合は、２頁目へ

費用明細書に記載した助成対象経費

の材料費・工事費の合計を税抜で記入

してください。

※改修工法ごとの費用明細書が複数

枚にわたる場合は、それぞれの合計を

記入してください。

見積書の合計金額と一

致させてください。

併給する他の補助金等がある場

合、本事業と補助対象経費が重

複する交付申請予定額を記入し

てください。

仮算定上限額①（Ｋ）と

仮算定上限額②（Ｎ）のうち、

小さい方の額を記入してください。

助成金上限額（Ｏ）と

仮算定助成金額（Ｐ）のうち、

小さい方の額を記入してください。

本助成金と重複する国及び他の地方公共団

体による補助金の合算が本事業の助成対象

経費以内の場合は「適」に■を付けてくださ

い。

＜チェック用＞の結果が「適」の場合

見積書の助成対象外経費

の合計を記入してください。
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※「不適」となった場合

円 円 円

＝ 円 ←

〇〇〇,〇〇〇 〇〇,〇〇〇

助成金交付申請予定額（Ｑ） 〇,〇〇〇
※＜チェック用＞の結果が「不適」である場合
は、この金額を【別記第１号様式 交付申請書】
に転記する

　※100円未満切り捨て

都助成金(Ｑ)
-

助成対象経費（Ｂ）
-

他補助併給合計（Ｉ）

〇〇,〇〇〇

＜チェック用＞の結果が「不適」となった場合は、２この頁

も併せて提出してください。（「適」の場合は、不要です。）

＜チェック用＞の結果が「不適」となった場合は、

この金額を適用してください。
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【集合（個別）】

 

１　交付申請について

２　助成事業者の資格　※該当する項目にのみチェックすること（必ずいずれかにチェックすること）

３　工事請負契約及び工事期間について　※該当する項目にのみチェックすること

４　個人情報の利用目的について

５　申請提出書類一式について

６　申請する対象製品の仕様について

７　交付決定について

８　現地調査及び取材等の協力

９　手続代行者について　※手続代行を他者へ依頼する場合のみチェックすること

以上の内容に相違ないことを確認しました。

年 月 日

印

印

　区分所有法で共用部とみなされている窓を改修する場合は、当該集合住宅の管理規約等で、助成申請者が共用部の窓の改
修を行うことを認められている。

□ □

平成〇〇 〇〇 〇

　手続代行者が交付要綱及び手引の要件を満たしていることを確認している。 □ □

　申請者、共同申請者及び手続代行者はお互いに連携を図り、事業が円滑に推進できるよう努める。 □ □

□ □　交付決定は助成金額を決定しているものではないことを理解し、了承している。

　一般社団法人環境共創イニシアチブに登録された対象製品を導入し、その性能が損なわれないように適切に施工される住宅
であることを確認している。

申請者氏名

共同申請者氏名

環境　 花子

　助成率及び助成金の上限額について理解し、了解している。 □ □

　公社が助成金交付の確定のために現地調査を行う際、協力する。 □ □

　公社が発行する各種書類が、申請者又は共同申請者へ通知されたことを公社は手続代行者へも連絡する場合がある。 □ □

　助成事業者となった際に、公社が行う取材等に協力できる。 □ □

　対象製品及び工事に関し、申請者又は共同申請者と、施工業者との契約、施工、製品等の品質・性能、燃料等の調達、導入
完了後の保守や保証等、知的財産権等を公社は保証しないこと及び万一、前記に関する紛争等が起きても、公社は関与しない
ことを理解し、了承している。

　本事業が、必ず採択されるものではないことを理解し、了承している。 □ □

□ □

□ □

　本事業における個人情報の利用目的について理解し、了解している。 □ □

　申請書及び添付書類一式について責任を持ち、虚偽、不正の記載が一切ないことを確認している。 □ □

　申請時点において、助成対象工事及び関連工事の契約・着工は行っていない、又は、交付要綱第４条第２項第一号ただし書
きに該当する。

　交付決定以降、契約・工事着工することを理解し、了解している。 □ □

□ □

　申請者は、本助成金の事業内容をすべて承知の上で、公益財団法人東京都環境公社（以下「公社」という。）に必要な申請書
類を提出すること。
　なお、提出された申請書を公社が審査した結果、助成金の交付対象にならない場合があることを申請者が承知したうえで申請
を行うこと。
　また、申請者（手続代行者がいる場合は手続代行者も含む）は、提出前に必ず申請者をコピーし、控えておくこと。

□ □

　申請者は、申請する集合住宅（既存）の所有者である。 □ □

参考様式６（確認書）

既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金

交付要件等確認書
申請者
確認欄

共同申請者
確認欄

全ての項目を確認の上、

チェックしてください。

共同申請者がいない場合は、「申請

者確認欄」のみチェックしてください。

書類の作成日を記入して

ください。

必ず、申請者ご本人（交付申請書と同一人）が署名

の上、捺印してください。

※手続代行者の代筆不可。

共同申請者氏名は、代用者又は連絡先担当者名を署名

の上、捺印してください。

署名は、必ず手書きで記入

してください。

環境

花子
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5.3 交付申請書【集合住宅（全体）】 

 

申請者名

共同申請者名

手続代行者名

申請建物の形態

◆提出書類にある　必須：提出必須　　該当者のみ：該当する申請者のみ提出が必要 

Ｎｏ 様　　式 提　出　形　態 提出書類
提出書類
チェック欄

1 本紙 提出書類チェックリスト 原本 必須 - □

2 第１号様式 助成金交付申請書 原本 必須
手引  P27/36-38

Q&A 202 □

3 参考様式１ 実施計画書 原本 必須 手引   P27/39 □

4 参考様式２ 費用総括表 原本 必須 手引    P27/40-41 □

5 参考様式３ 費用明細書 ※１ 原本 必須
手引  P27/42-43

Q&A 302・304・307 □

6 自由
助成対象経費の積算に関する根
拠書類（見積書等）

コピー 必須 手引   P27 □

7 自由 平面図 コピー 必須 手引   P28・47 □

8 自由 姿図 コピー 必須 手引   P28 □

9 自由 建物の登記事項証明書 ※２ 原本 必須 手引   P28
Q&A 418・419 □

10 自由
申請者の実在を証明するものを一
つ提出

※３
住民票：原本
運転免許証等：ｺﾋﾟｰ 必須 手引   P29 □

11 自由
リース事業者の実在を証明するも
の

※３ 原本
該当者
のみ

手引   P30
Q&A 501-506 □

12 自由
住民税に係る納税証明書
（課税証明書は不可）

※4
原本※直近１か年分
平成30年度(平成29
年分）

必須
手引   P30

Q&A 414-418 □

13 自由
原本 ※直近１
か年分

該当者
のみ

手引   P30 □

14 自由 コピー
該当者
のみ

- □

15 自由 リース契約書（案） コピー
該当者
のみ

手引   P31 □

16 参考様式４ リース料金計算書 原本
該当者
のみ

手引    P31・44 □

17 自由 支払委託契約書（案） コピー
該当者
のみ

手引   P31 □

18 参考様式５
個別クレジット契約による助成金に
関する取決書

原本
該当者
のみ

手引   P31・45 □

19 参考様式６ 交付要件等確認書 原本 必須 手引   P31・46 □

20 自由 その他公社が必要と認める書類 原本/コピー
該当者
のみ

- □

※１

※２

※３

※4
※ 原本とは、公的機関で発行されたもので、発行機関の公印が押印されたものを指す。インターネットで個人的にプリントアウトしたものは不可。

（日本工業規格Ａ列４番）

納税していない方（非課税者）は、非課税証明書を提出すること。

申請日から３か月以内の（運転免許証を除く）ものとする。申請者が法人である場合は、商業登記の現在事項証明書、
商業登記の履歴事項証明書、法人印の印鑑登録証明書のいずれか原本を提出すること。

既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金

提出書類チェックリスト

エコシティ新宿管理組合　理事長　　地球　三郎

株式会社

　集合住宅（全体）

書　　類　　名

リース事業者の納税したことを証明
するもの（納税証明書）

管理組合総会の議案書及び議事録

改修する対象製品に対応する費用明細書を全て提出すること。

申請日から３か月以内のものとする。申請者が管理組合の場合は、建物の区分所有者であることがわかること。

申請者名を記入してください。

共同申請者又は手続代行者がいる場合は、該

当欄に会社名を記入してください。

申請に必要な提出 該当欄にチェックを入れてください。
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第１号様式（交付申請書）

公益財団法人東京都環境公社

殿

（日本工業規格Ａ列４番）

【集合（全体）】

年 〇〇 月 〇 日

住 所
東京都新宿区○○1-1-1
　エコシティ新宿101号室

平成〇〇

エコシティ新宿管理組合
　　　　　　　　　　　　理事長　　地球　三郎

印

（ふりがな） えこしてぃしんじゅくかんりくみあい　りじちょう　ちきゅう　さぶろう

氏 名

理事長

申 請 者 郵 便 番 号 000 - 0000

共 同 申 請 者 郵 便 番 号 -

住 所

共 有 者 住 所

（ふりがな）

氏 名 印

（リース事業者）

会 社 名

代 表 者 等 名 印

手 続 代 行 者 郵 便 番 号 000 - 0002

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

助成金交付申請書

（第一面）

　公益財団法人東京都環境公社が定める既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱第７条の規定に基づき、以下のとおり助
成金の申請をします。

住 所 東京都渋谷区○○3-3-3

会 社 名 株式会社○○工務店

代 表 者 等 名 代表取締役社長　　公社　次朗 印

助成対象住宅の所有権者に共有者がいる場合

は、共有者全員分を記入してください。

※複数名いる場合は、行を追加し、全員分を

記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び代表

者（役職名・氏名）を記入してください。

※共有者の住所が申請者と同じ場合は、

住所を記入しなくても構いません。

書類の作成日を記入してください。

リース契約の場合に、リース事業者を記入

してください。

※所有権がリース事業者にない場合（支払

委託・個別クレジット）は、共同申請としない

でください。

手続代行者がいる場合に記入

してください。

○○

工務店

代表取締役

社長

住所は、郵便物が届くように

部屋番号等まで記入してくだ

さい。

非法人となる管理組合が申請する

場合は、管理組合の印と理事長

個人の印（認印可）の両方を押印

してください。

印

代表者印を押印してください。
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（同意する場合は、□を■にしてください）

＊助成金申請に係る手続きを代行者に依頼する場合に記入してください。

＊その場合、公社からの提出書類等の確認に関する連絡は、原則として手続代行者に行います。

（日本工業規格Ａ列４番）

市区
町村

○○1-1-1　エコシティ新宿

１　助成対象住宅の情報

記

【集合（全体）】（第二面）

申請住宅の
住所 東京 都 新宿

４　暴力団排除に関する誓約

〒 000 － 0000

３　事業期間

２　助成金交付申請予定額 13,471,200  円（対象費用の１／６）税抜

※助成限度額　一住戸当たり５０万円

着工予定日 平成〇〇 年 〇〇 月 〇 日 完了予定日 平成〇〇 年 〇〇 月 〇〇 日

第三面の暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意します。 → ■

５　申請者連絡先

（ 03 ） 0000 － 0000 ecocity ＠ aaaaa.jp電話番号 E-mail

－ 0001

６　共同申請者　担当者連絡先

会社名

所　属

担当者名

0000 －ＦＡＸ番号 （ 03 ） 0001
緊急連絡先
（携帯等）

（ 080 ) 0000

電話番号 （ ） － E-mail ＠

住　所

〒 －

都道
府県

市区
町村

) －

７　手続代行者　担当者連絡先

会社名 株式会社○○工務店

所　属 リフォーム事業部

担当者名 渋谷　三郎

ＦＡＸ番号 （ ） －
緊急連絡先
（携帯等）

（

0005
緊急連絡先
（携帯等）

（

○○3-3-3

電話番号 （ 03 ） 0000 － 0004 E-mail shibuya ＠ ccccc.jp

住　所

〒 000 － 0002

東京
都道
府県

渋谷
市区
町村

090 ) 0000 － 0004ＦＡＸ番号 （ 03 ） 0000 －

高断熱窓を設置する住宅の所在地

を記入してください。

「費用総括表」の助成金交付申請予定

額（Ｋ）の金額を転記してください。

工事の着工予定日を記入してください。 申請内容に係る一連の工事及び支払いが完了

する予定日を記入してください。

申請者に確実に連絡がつく電話

番号等を記入してください。 第三面の誓約事項を確認いただき、同意いただける場合は、□を■にし

てください。※同意いただけない場合は、申請書を受理できません。

リース契約の場合に、リース事業者（確実に対応でき

る実務担当者）の連絡先を記入してください。

手続代行者に依頼する場合に、確実に対応でき

る実務担当者の連絡先を記入してください。
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（日本工業規格Ａ列４番）

暴力団排除に関する誓約事項

　既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第７条の規定に基づく
助成金の交付申請を行うに当たり、当該申請により助成金等の交付を受けようとする者（法人その他の団体に
あっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が交付要綱第３条に規定する助
成対象者に該当し、将来にわたっても該当するよう法令等を遵守することをここに誓約いたします。

　また、この誓約に違反又は相違があり、交付要綱第24条の規定により助成金交付決定の全部又は一部の取消
しを受けた場合において、交付要綱第25条に規定する助成金の返還を請求されたときは、これに異議なく応じる
ことを誓約いたします。

　あわせて、貴公社理事長又は東京都が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視
庁へ照会がなされることに同意いたします。

＊　この誓約書における「暴力団員等」とは、次に掲げる者をいう。

・　暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者

・　暴力団員を雇用している者

・　暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者

・　暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者

・　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者

（第三面） 【集合（全体）】

平成〇〇 年 〇〇 月 〇 日

内容を必ずご確認ください。

書類の作成日を記入してください。
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  参考様式１（実施計画書） 【集合（全体）】

※□の箇所は、該当項目に■を付ける

１ 申請者 氏 名

□ 管理組合の代表者（法人） ■ 管理組合の代表者（非法人）

□ 個人 □ 法人（買取再販事業者を含む）

２ リース等の形態 □ リース利用 □ 支払委託 □ 個別クレジット

３ 住宅の概要 ■ □ □

年

棟

戸

戸

□ □ □ Ｓ造 □ ＲＣ造

■ □ （ ）

４ 改修工法

■ □ □ □ □

５ 他の補助金への申請状況

　他の補助金に応募（申請）している、又は申請予定の場合はその補助金の名称を必ず記入すること。

①

円

②

円

③

円

④

円

（日本工業規格Ａ列４番）

事　業　名

実施団体等名

補助金交付額（予定）

補助金交付額（予定）

事　業　名

実施団体等名

補助金交付額（予定）

事　業　名

実施団体等名

補助金交付額（予定） 4,800,000

棟 数 1

総 戸 数 32

32

木造（軸組工法）

改修する戸数

工 法

事　業　名 平成〇〇年度　高性能建材による住宅の断熱リフォーム支援事業

実施団体等名 一般社団法人環境共創イニシアチブ

木造（枠組壁工法）

ＳＲＣ造

実施計画書

エコシティ新宿管理組合　　理事長　　地球　三郎

住 宅 区 分

築 年 数 25

集合住宅(全体)[所有] 集合住宅(全体)[賃貸] 集合住宅(全体)[転売]

所 有 者

その他

窓ガラスの交換

内窓の取付外窓の交換建具交換カバー工法ガラス交換

高断熱窓を設置する集合住宅につい

ての情報を記入してください。

支払委託・個別クレジットを利用する場

合は、共同申請になりません。
いずれも利用しない場合は、

チェック不要です。

該当する全ての改修方法に

チェックを入れてください。

併給する他の補助金がある（予定

を含む）場合は、記入してください。



62 
 

参考様式２（費用総括表） 【集合（全体）】

・助成対象の合計金額は、必ず[税抜]で記載すること。

＜助成金上限額＞

円 円 円 円

＜助成金交付申請予定額＞

←

＜チェック用＞　※該当項目に■を付ける

円 + 円 ＝ 円 ≦ 円

（日本工業規格Ａ列４番）

費用総括表

事
業
に
要
す
る
経
費

助成対象経費 （Ａ） 97,536,000 円

その他工事費用、諸経費等 （Ｂ） 240,000 円

消費税 （Ｃ） 7,822,080 円

合計（Ｄ）＝（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 105,598,080 円

他
補
助
併
給

国からの補助金交付申請予定額 （Ｄ） 4,800,000 円

※都と重複する金額を
記入すること

区市町村からの補助金交付申請予定額 （Ｅ） 円

民間事業者等からの補助金交付申請予定額 （Ｆ） 円

合計（Ｇ）＝（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 4,800,000 円

助成対象経費 助成対象経費の1/2 都と重複する国 助成上限額

（Ａ） (Ｈ)＝（Ａ）×1/2 の補助金額（Ｄ） （Ｉ）＝(Ｈ)-(Ｄ)

97,536,000 48,768,000 4,800,000 43,968,000

仮算定助成金交付予定額（Ｊ） 13,471,200 円

助成金交付申請予定額（Ｋ）
13,471,200 円

※下記＜チェック用＞の結果が「適」である場合
は、この金額を【別記第１号様式 交付申請書】に転
記すること。※（Ｉ）と（Ｊ）のうち小さい額

全ての補助金及び助成金の合算が助成対象経費以内で
あること（Ｋ+Ｇ≦Ａ）

■ 適 □ 不適

都(Ｋ) 他補助併給合計（Ｇ） 合計 助成対象経費（Ａ）

13,471,200 4,800,000 18,271,200 97,536,000

「不適」の場合は、２頁目へ

費用明細書「助成対象経費の合計［税抜］（Ｄ）」

の合計を記入してください。

見積書の助成対象外経費を

記入してください。

見積書の合計金額と一致

させてください。

併給する他の補助金等がある

場合、本事業と補助対象経費

が重複する交付申請予定額を

記入してください。

費用明細書「仮算定助成金交付予定額（Ｅ）」の

合計を記入してください。

助成金上限額（Ｉ）と仮算定助成金交付予定額

（Ｊ）のうち、小さい方の額を記入してください。

本助成金と重複する国及び他の地方公共団体による

補助金の合算が本事業の助成対象経費以内の場合

は「適」に■を付けてください。

助成対象経費を超える場合は「不適」に■を付けてくだ

さい。
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※「不適」となった場合

円 円 円

＝ ←
※＜チェック用＞の結果が「不適」である場
合は、この金額を【別記第１号様式 交付申
請書】に転記する。

　※100円未満切り捨て

都助成金(K)
-

助成対象経費（A）
-

他補助併給合計（G）

〇〇,〇〇〇 〇〇〇,〇〇〇 〇〇,〇〇〇

円助成金交付申請予定額（Ｋ） 〇,〇〇〇

＜チェック用＞の結果が「不適」となった場合は、２この頁

も併せて提出してください。（「適」の場合は、不要です。）
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  ※
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4
,2

2
8
,0

0
0

3
1
6
,6

0
0

6
4
3
,3

0
0

3
6
7
,3

0
0

7
0
4
,6

0
0

1
,9

0
0
,0

0
0

3
,8

6
0
,0

0
0

助
成

対
象

経
費

建
具

交
換

外
窓

の
交

換

内
窓

の
取

付

助
成

対
象

経
費

の
合

計
［
税

抜
］
　

（
Ａ

）

助
成

率
の

計
算

（
Ｂ

）
　

（
（
Ａ

）
/
6
）
※

1
0
0
円

未
満

切
り

捨
て

2
,2

0
4
,0

0
0

1
2
,1

9
2
,0

0
0

3
3
,8

2
4
,0

0
0

9
7
,5

3
6
,0

0
0

1
2
,1

9
2
,0

0
0

2
,0

3
1
,8

0
0

1
,6

8
3
,9

0
0

1
5
,2

0
0
,0

0
0

3
0
,8

8
0
,0

0
0

3
1
6
,6

0
0

5
0
0
,0

0
0

単
住

戸
別

　
仮

算
定

助
成

金
交

付
予

定
額

（Ｃ
）　

（
（
Ｂ

）
と

上
限

額
5
0
万

円
の

い
ず

れ
か

低
い

方
。

）

助
成

対
象

経
費

ガ
ラ

ス
交

換

カ
バ

ー
工

法

建
具

交
換

外
窓

の
取

付

内
窓

の
交

換

助
成

対
象

経
費

の
合

計
［
税

抜
］
　

（
Ｄ

）

単 住 戸 当 た り の 金 額 住 戸 タ イ プ ご と の 金 額

1
3
,4

7
1
,2

0
0

2
,5

3
2
,8

0
0

4
,0

0
0
,0

0
0

2
,9

3
8
,4

0
0

4
,0

0
0
,0

0
0

仮
算

定
助

成
金

交
付

予
定

額
（
Ｅ

）
　

（
（
Ｃ

）
×

住
戸

数
）

住
戸

タ
イ

プ
別

に
情

報
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

※
住

戸
タ

イ
プ

の
枠

が
足

り
な

い
は

、
シ

ー
ト

を
コ

ピ
ー

し
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

住
戸

タ
イ

プ
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

住
戸

タ
イ

プ
別

の
住

戸
数

を
記

入

し
て

く
だ

さ
い

。

住
戸

タ
イ

プ
別

に
各

改
修

工
法

ご
と

の
助

成
対

象
経

費
を

記
入

し
て

く
だ

さ

い
。
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※

□
の

箇
所

は
、

該
当

す
る

工
法

に
■

を
付

け
る

※
以

降
は

全
て

「
単

住
戸

」
当

た
り

の
数

字
を

入
力

す
る

こ
と

。

■
ガ

ラ
ス

交
換

□
建

具
交

換
□

内
窓

の
交

換

□
カ

バ
ー

工
法

□
外

窓
の

取
付

窓
番

号
ガ

ラ
ス

番
号

S
II
登

録
型

番
面

積
（
㎡

）
材

料
単

価
（
円

）
数

量
面

積
（
㎡

）
金

額
（
円

）
数

量
面

積
（
㎡

）
金

額
（
円

）
数

量
面

積
（
㎡

）
金

額
（
円

）
数

量
面

積
（
㎡

）
金

額
（
円

）

Ｗ
１

①
W

0
0
0
P
0
1
Y

1
,8

2
0

×
2
,0

3
0

=
3
.6

9
1
6
2
,0

0
0

4
1
4
.7

8
6
4
8
,0

0
0

8
2
9
.5

6
1
,2

9
6
,0

0
0

Ｗ
１

②
W

0
0
0
P
0
1
Y

1
,8

2
0

×
1
,6

4
0

=
2
.9

8
1
4
8
,0

0
0

4
1
1
.9

4
5
9
2
,0

0
0

8
2
3
.8

8
1
,1

8
4
,0

0
0

Ｗ
２

①
W

0
0
0
P
0
1
Y

6
4
0

×
7
7
0

=
0
.4

9
4
8
,0

0
0

4
1
.9

7
1
9
2
,0

0
0

Ｗ
３

①
W

0
0
0
P
0
1
Y

1
,2

3
0

×
9
7
0

=
1
.1

9
7
2
,0

0
0

4
4
.7

7
2
8
8
,0

0
0

Ｗ
４

①
W

0
0
0
P
0
1
Y

1
,6

1
5

×
1
,2

0
0

=
1
.9

4
9
8
,0

0
0

8
1
5
.5

0
7
8
4
,0

0
0

Ｗ
５

①
W

0
0
0
P
0
1
Y

5
1
5

×
1
,2

0
0

=
0
.6

2
5
2
,0

0
0

8
4
.9

4
4
1
6
,0

0
0

Ｗ
６

①
W

0
0
0
P
0
1
Y

2
,0

0
0

×
2
,0

3
0

=
4
.0

6
1
8
8
,0

0
0

4
1
6
.2

4
7
5
2
,0

0
0

8
3
2
.4

8
1
,5

0
4
,0

0
0

Ｗ
６

②
W

0
0
0
P
0
1
Y

2
,0

0
0

×
2
,0

3
0

=
4
.0

6
1
6
2
,0

0
0

4
1
6
.2

4
6
4
8
,0

0
0

8
3
2
.4

8
1
,2

9
6
,0

0
0

Ｗ
７

①
W

0
0
0
P
0
1
Y

1
,0

0
0

×
1
,5

0
0

=
1
.5

0
8
4
,0

0
0

4
6
.0

0
3
3
6
,0

0
0

Ｗ
７

②
W

0
0
0
P
0
1
Y

1
,0

0
0

×
1
,2

0
0

=
1
.2

0
7
2
,0

0
0

4
4
.8

0
2
8
8
,0

0
0

Ｗ
８

①
W

0
0
0
P
0
1
Y

1
,0

0
0

×
1
,2

1
5

=
1
.2

2
7
0
,0

0
0

8
9
.7

2
5
6
0
,0

0
0

Ｗ
８

②
W

0
0
0
P
0
1
Y

1
,0

0
0

×
1
,6

0
0

=
1
.6

0
8
6
,0

0
0

8
1
2
.8

0
6
8
8
,0

0
0

×
=

×
=

1
6

3
3

1
,7

2
0
,0

0
0

3
2

7
4

3
,6

8
0
,0

0
0

1
6

4
3

2
,0

2
4
,0

0
0

3
2

8
7

4
,0

4
8
,0

0
0

工
事

単
価

（
円

）
数

量
単

位
金

額
（
円

）
数

量
単

位
金

額
（
円

）
数

量
単

位
金

額
（
円

）
数

量
単

位
金

額
（
円

）

1
6
0
,0

0
0

1
式

1
6
0
,0

0
0

1
式

1
6
0
,0

0
0

1
式

1
6
0
,0

0
0

1
式

1
6
0
,0

0
0

2
0
,0

0
0

1
式

2
0
,0

0
0

1
式

2
0
,0

0
0

1
式

2
0
,0

0
0

1
式

2
0
,0

0
0

1
8
0
,0

0
0

1
8
0
,0

0
0

1
8
0
,0

0
0

1
8
0
,0

0
0

△
△

株
式

会
社

△
△

株
式

会
社

△
△

株
式

会
社

メ
ー

カ
ー

名

住
戸

タ
イ

プ

△
△

株
式

会
社

△
△

株
式

会
社

△
△

株
式

会
社

△
△

株
式

会
社

材
料

費

サ
イ

ズ
（
m

m
）

幅
（
W

）
×

高
さ

（
H

)

Ｄ

↓

住
戸

タ
イ

プ
別

　
小

計

改
修

工
法

Ａ

△
△

株
式

会
社

△
△

●
〇

△
△

●
〇

△
△

●
〇

△
△

●
〇

△
△

●
〇

△
△

●
〇

△
△

株
式

会
社

△
△

株
式

会
社

↓
↓

↓

△
△

●
〇

△
△

●
〇

△
△

●
〇

△
△

●
〇

△
△

株
式

会
社

△
△

●
〇製

品
名

△
△

株
式

会
社

△
△

●
〇

工
事

内
容

窓
取

付
費

運
搬

費

Ｂ
Ｃ

4
,2

2
8
,0

0
0

工
事

費

住
戸

タ
イ

プ
別

　
小

計

1
,9

0
0
,0

0
0

3
,8

6
0
,0

0
0

2
,2

0
4
,0

0
0

住
戸

タ
イ

プ
別

助
成

対
象

経
費

合
計

[税
抜

]

改
修

工
法

ご
と

、
住

戸
タ

イ
プ

別
に

情
報

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

※
行

が
足

り
な

い
は

、
複

数
枚

に
跨

っ
て

も
構

い
ま

せ
ん

。

該
当

す
る

改
修

工
法

の
□

を
■

に
し

て
く
だ

さ
い

。

Ｓ
ＩＩ
で

登
録

さ
れ

て
い

る
８

桁
の

番
号

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

窓
番

号
・
ガ

ラ
ス

番
号

は
、

平
面

図
と

の
整

合

性
が

と
れ

る
よ

う
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

（
※

ガ
ラ

ス
番

号
は

、
ガ

ラ
ス

交
換

・
建

具
交

換

の
場

合
の

み
。

）

カ
バ

ー
工

法
・
外

窓
・
内

窓
の

場
合

は
窓

サ
イ

ズ
、

ガ
ラ

ス
交

換
・
建

具
交

換
の

場
合

は
ガ

ラ
ス

サ
イ

ズ
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

面
積

は
、

小
数

点
第

２
位

ま
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

必
ず

税
抜

金
額

を
記

入

し
て

く
だ

さ
い

。

助
成

対
象

と
な

る
材

料
費

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

高
断

熱
窓

の
改

修
に

必
要

な
経

費
の

内
、

助
成

対
象

と
な

る
工

事
費

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

( ※
カ

バ
ー

工
法

・
建

具
交

換
の

場
合

、
サ

ッ
シ

枠
等

の
材

料
費

は
工

事
費

に
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。
）
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【集合（全体）】

 

１　交付申請について

２　助成事業者の資格　※該当する項目にのみチェックすること（必ずいずれかにチェックすること）

３　工事請負契約及び工事期間について　※該当する項目にのみチェックすること

４　個人情報の利用目的について

５　申請提出書類一式について

６　申請する対象製品の仕様について

７　交付決定について

８　現地調査及び取材等の協力

９　手続代行者について　※手続代行を他者へ依頼する場合のみチェックすること

以上の内容に相違ないことを確認しました。

年 月 日

印

印

□ □

〇

　助成事業者となった際に、公社が行う取材等に協力できる。

　手続代行者が交付要綱及び手引の要件を満たしていることを確認している。 □ □

　申請者、共同申請者及び手続代行者はお互いに連携を図り、事業が円滑に推進できるよう努める。 □ □

　公社が発行する各種書類が、申請者又は共同申請者へ通知されたことを公社は手続代行者へも連絡する場合がある。 □ □

平成〇〇 〇〇

□

□ □

□ □

□

□ □

□ □

□

□ □

□ □

□

　一般社団法人環境共創イニシアチブに登録された対象製品を導入し、その性能が損なわれないように適切に施工される住宅
であることを確認している。

　対象製品及び工事に関し、申請者又は共同申請者と、施工業者との契約、施工、製品等の品質・性能、燃料等の調達、導入
完了後の保守や保証等、知的財産権等を公社は保証しないこと及び万一、前記に関する紛争等が起きても、公社は関与しない
ことを理解し、了承している。

　本事業が、必ず採択されるものではないことを理解し、了承している。

　交付決定は助成金額を決定しているものではないことを理解し、了承している。

□

□

参考様式６（確認書）

　申請者は、本助成金の事業内容を全て承知の上で、公益財団法人東京都環境公社（以下「公社」という。）に必要な申請書類
を提出すること。
　なお、提出された申請書を公社が審査した結果、助成金の交付対象にならない場合があることを申請者が承知したうえで申請
を行うこと。
　また、申請者（手続代行者がいる場合は手続代行者も含む）は、提出前に必ず申請者をコピーし、控えておくこと。

　申請者は、申請する集合住宅（既存）の管理組合の代表者である。

　申請者は、申請する集合住宅（既存）の所有者である。

既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金

□ □

申請者
確認欄

共同申請者
確認欄

交付要件等確認書

□ □

□

申請者氏名 エコ シティ 新宿管理組合　 　 理事長　 　 地球　 三郎

共同申請者氏名

□

□ □

□ □

　助成率及び助成金の上限額について理解し、了解している。

　公社が助成金交付の確定のために現地調査を行う際、協力する。

　申請時点において、助成対象工事及び関連工事の契約・着工は行っていない、又は、交付要綱第４条第２項第一号ただし書
きに該当する。

　交付決定以降、契約・工事着工することを理解し、了解している。

　本事業における個人情報の利用目的について理解し、了解している。

　申請書及び添付書類一式について責任を持ち、虚偽、不正の記載が一切ないことを確認している。

　管理組合が申請する場合、改修箇所が管理規約等で共用部であることが確認できる。

全ての項目を確認の上、

チェックしてください。

共同申請者がいない場合は、「申

請者確認欄」のみチェックしてくだ

さい。

署名は、必ず手書きで記入

してください。必ず、申請者ご本人（交付申請書と同一人）が署名

の上、捺印してください。

※手続代行者の代筆不可。

共同申請者氏名は、代用者又は連絡先担当者名を署名

の上、捺印してください。

印

非法人となる管理組合が申請する場合は、管理組合の

印と理事長個人の印（認印可）の両方を捺印してください。
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 5.4 実績報告書【戸建住宅】 
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別記第10号様式（助成事業実績報告書） 【戸建】

公益財団法人東京都環境公社

殿

助成事業者

第１　交付決定番号

第２　助成対象住宅の住所

第３　工事完了日

第４　助成金申請額

（日本工業規格Ａ列４番）

東京都南東京市○○町１番２号３

〇〇 月 〇〇平成〇〇

（第一面）

〇〇ＫＭ〇〇〇〇〇〇

　公益財団法人東京都環境公社が定める既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱第19条の規
定に基づき、以下のとおり助成事業の工事の完了を報告します。

会 社 名

代表者等名

郵 便 番 号

住 所

会 社 名

代表者等名

助成事業実績報告書

手続代行者 000 - 0000

東京都南東京市××町7丁目8番9号

○○○ハウス株式会社

取締役社長　　多摩　住男 印

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

日年

255,600 円

年 〇〇 月 〇〇

印

共同申請者 000 - 0000

日

共 有 者 東京都南東京市○○町1丁目2番3号

ちきゅう　　じろう

東京都南東京市○○町1丁目2番3号

かんきょう　たろう

環境　　　太郎

平成〇〇

印

理事長

代表取締役社長　　東京　三郎 印

地球　　　次郎

000 - 0000

東京都千代田区○○町4丁目5番6号

△△リース株式会社

郵 便 番 号

住 所

（ふりがな）

氏 名

住 所

（ふりがな）

氏 名

郵 便 番 号

住 所（リース事業者）

環境

太郎

地球

次郎

△△リース
株式会社

代表取締役

○○○
ハウス（株）

取締役社長

書類の作成日を記入してください。

助成対象住宅の所有権者に共有者がい

る場合は、共有者全員分を記入してくださ

い。

※複数名いる場合は、行を追加し、全員

分を

記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び

代表者

（役職名・氏名）を記入してください。

リース契約の場合に、リース事業者

を記入してください。

※所有権がリース事業者にない場合

（支払委託・個別クレジット）は、共同

申請としないでください。

手続代行者がいる場合に

記入してください。

交付決定通知書に記載されてい

る「交付決定番号」を記入してく

ださい。

工事が完了した日を記入してくだ

さい。

高断熱窓を設置した住宅の

所在地を記入してください。

押印してください（認印

可）

押印してください（認印

可）

代表者印を押印してくだ

さい。

代表者印を押印してくだ

さい。

申請時の申請者名
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【戸建】

第５　他の補助金等に関する情報

第7　共同申請者　担当者連絡先

（日本工業規格Ａ列４番）

4322
緊急連絡先
（携帯等）

（ 090 ) 5678 － 1234

1234 － 5678

tokyo555 ＠ cnet.bbb.ne.jp

)

会社名 △△リース株式会社

担当者名 東京　五郎

住　所

〒 000 － 0000

東京
都
道
府

千代田
市
区
町

○○町4丁目5番6号

123

123 ） 4567 － 8910
緊急連絡先
（携帯等）

（ 090

－

ＦＡＸ番号 （ 019 ） 8765 －

kankyou123 ＠ green.bbb.ne.jp

ＦＡＸ番号 （

電話番号 （ 019 ） 8765 － 4321 E-mail

所　属 営業部

電話番号 （

1111

） 4567 － 8910 E-mail

第6　申請者連絡先

－

住　所

〒 000 － 0000

東京
都
道
府

南東京

080 ) 11112222

E-mail tama999 ＠ reuse.bbb.ne.jp

緊急連絡先
（携帯等）

（

住宅ストック循環支援事業事務
局

228,000 円

円

××町7丁目8番９号

電話番号 （ 012 ） 2222 －

1112ＦＡＸ番号 （ 012

担当者名

円

第8　手続代行者連絡先

所　属 設計部

会社名 ○○○ハウス株式会社

多摩　一郎

市
区
町

）

（第二面）

住宅ストック循環支援事業

事業名 交付業務等実施団体名 補助金等交付額

2222

円

手続代行者に依頼している場合に、確実に対

応できる実務担当者の連絡先を記入してくださ



70 
 

 

【クレジット払いを利用した場合の領収書＜作成例＞】 

クレジット契約等を利用した場合も領収書が必要となります。 

※書式は特に指定しませんが、作成例に記載された内容を必ず含めたものとしてください。 

※施工業者が作成したものに限ります。 

 

  御中
〇〇 年 〇〇 月 〇〇 日

印

１．顧客

２．改修工事内容（契約金額内訳）

３．受領代金

金 円 年 月 日

）

（ ）

金 円合　計 〇〇〇,〇〇〇

年 月 日
その他

金 円

〇 月 〇 日（クレジット会社名：

株式会社〇〇〇クレジット

クレジット
金 〇〇〇,〇〇〇 円 平成○○ 年

費　目 金　額 入金（受領）日

現　金

合　計

施工場所

品名 数量 単位 単価 金額

　次の顧客の高断熱窓の改修に関し、下記内容で代金を受領いたしました。なお、本書は顧客の
クレジット返済金の受領を証するものではありません。

　また、受領した代金に相当する高断熱窓の所有権を、契約書等に関わらず、次の顧客に移転し
たことを確認しました。

氏　名

住　所

代表取締役　　建材　五郎

〇〇　〇〇

平成

高断熱窓改修に関する代金領収書

東京都〇〇市〇○1-1-1

株式会社〇〇〇工務店

顧客名を記入してください。

書類の作成日を

記入してください。

社印又は代表者印のいず

れかを捺印してください。

（例）

施工業者の会社名等を

記入してください。 株式会社〇

〇〇工務店

代表取締役
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 5.5 実績報告書【集合住宅（個別）】 
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別記第10号様式（助成事業実績報告書） 【集合（個別）】

公益財団法人東京都環境公社

殿

助成事業者

第１　交付決定番号

第２　助成対象住宅の住所

第３　工事完了日

第４　助成金申請額

（日本工業規格Ａ列４番）

理事長

印

環境　一郎

000 - 0000郵 便 番 号

住 所

（ふりがな）

氏 名

住 所

（ふりがな）

氏 名

郵 便 番 号

住 所

年 〇〇 月 〇

印

共同申請者 -

日

共 有 者 東京都新宿区○○1-1-1-1234号室

かんきょう　いちろう

東京都新宿区○○1-1-1-1234号室

かんきょう　はなこ

環境　花子

平成〇〇

印

（リース事業者）

手続代行者 000 - 0002

東京都渋谷区○○3-3-3

株式会社○○工務店

代表取締役社長　　公社　次朗 印

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

日年

92,500 円

会 社 名

代表者等名

郵 便 番 号

住 所

会 社 名

代表者等名

助成事業実績報告書

東京都新宿区○○1-1-1-1234号室

〇〇 月 〇〇平成〇〇

（第一面）

〇〇ＫＭ〇〇〇〇〇〇

　公益財団法人東京都環境公社が定める既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱第19条の規
定に基づき、以下のとおり助成事業の工事の完了を報告します。

書類の作成日を記入してください。

環境

花子

環境

一郎

○○
工務店

代表取締役

社長

助成対象住宅の所有権者に共有者がい

る場合は、共有者全員分を記入してくださ

い。

※複数名いる場合は、行を追加し、全員

分を

記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び

代表者

（役職名・氏名）を記入してください。

リース契約の場合に、リース事業者

を記入してください。

※所有権がリース事業者にない場

合（支払委託・個別クレジット）は、共

同申請としないでください。

手続代行者がいる場合に記

入してください。

交付決定通知書に記載されている

「交付決定番号」を記入してくださ

高断熱窓を設置した住宅の所

在地を記入してください。

工事が完了した日を記入してください。

押印してください（認印

可）

押印してください（認印

可）

代表者印を押印してくだ

さい。

申請時の申請者名
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【集合（個別）】

第５　他の補助金等に関する情報

第7　共同申請者　担当者連絡先

（日本工業規格Ａ列４番）

090 ) 5678 － 1234

電話番号 （ 019 ） 8765 － 4321 E-mail

ＦＡＸ番号 （ 019 ） 8765 － 4322
緊急連絡先
（携帯等）

（

tokyo555

会社名 △△リース株式会社

所　属 営業部

担当者名 東京　五郎

住　所

〒 000 － 0000

東京
都
道
府

千代田
市
区
町

○○町4丁目5番6号

＠ cnet.bbb.ne.jp

＠ green.bbb.ne.jp

ＦＡＸ番号 （ 123 ） 4567 － 8910
緊急連絡先
（携帯等）

（ 090 ) 1234 － 5678

電話番号 （ 123 ） 4567 － 8910 E-mail kankyou123

090 ) 0000 － 0004

第6　助成事業者連絡先

円

（第二面）

平成〇〇年度　高性能建材による住宅の断熱リフォー
ム支援事業

事業名 交付業務等実施団体名 補助金等交付額

（ 03 ） 0000 － 0004

住　所

〒 000 － 0002

東京
都道
府県

渋谷

0005ＦＡＸ番号 （ 03

担当者名

円

第8　手続代行者連絡先

所　属 リフォーム事業部

会社名 株式会社○○工務店

渋谷　三郎

市区
町村

） 0000 －

E-mail shibuya ＠ ccccc.jp

緊急連絡先
（携帯等）

（

一般社団法人環境共創イニシ
アチブ

185,140 円

〇〇区新エネルギー及び省エネルギー機器等導入
補助金制度

〇〇区 100,000 円

○○3-3-3

電話番号



74 
 

 5.6 実績報告書【集合住宅（全体）】 
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別記第10号様式（助成事業実績報告書） 【集合（全体）】

公益財団法人東京都環境公社

殿

助成事業者

第１　交付決定番号

第２　助成対象住宅の住所

第３　工事完了日

第４　助成金申請額

（日本工業規格Ａ列４番）

（第一面）

〇〇ＫＭ〇〇〇〇〇〇

　公益財団法人東京都環境公社が定める既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱第19条の規
定に基づき、以下のとおり助成事業の工事の完了を報告します。

会 社 名

代表者等名

郵 便 番 号

住 所

会 社 名

代表者等名

助成事業実績報告書

東京都新宿区○○1-1-1　エコシティ新宿

〇〇 月

手続代行者 000 - 0000

東京都渋谷区○○3-3-3

株式会社○○工務店

代表取締役社長　　公社　次朗 印

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

日年

13,471,200 円

〇〇平成〇〇

年 〇〇 月 〇

印

共同申請者 -

日

共 有 者

東京都新宿区○○1-1-1
　エコシティ新宿101号室
えこしてぃしんじゅくかんりくみあい　りじちょう　ちきゅう　さぶろう

エコシティ新宿管理組合
　　　　　　　　　　　　理事長　　地球　三

印

平成〇〇

理事長

印

000 - 0000郵 便 番 号

住 所

（ふりがな）

氏 名

住 所

（ふりがな）

氏 名

郵 便 番 号

住 所（リース事業者）

印

住所は、郵便物が届くように

部屋番号等まで記入してく

ださい。

書類の作成日を記入してください。

助成対象住宅の所有権者に共有者がいる

場合は、共有者全員分を記入してください。

※複数名いる場合は、行を追加し、全員分

を

記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び代

表者

（役職名・氏名）を記入してください。

※共有者の住所が申請者と同じ場合は、

リース契約の場合に、リース事業者を

記入してください。

※所有権がリース事業者にない場合

（支払委託・個別クレジット）は、共同

申請としないでください。

手続代行者がいる場合に

記入してください。 ○○
工務店

代表取締役

社長

交付決定通知書に記載されている「交付

決定番号」を記入してください。

高断熱窓を設置した住宅の所在地を記

入してください。

工事が完了した日を記入してください。

代表者印を押印してくだ

さい。

非法人となる管理組合が申

請する場合は、管理組合の

印と理事長個人の印（認印

可）の両方を押印してください。

申請時の申請者名
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【集合（全体）】

第５　他の補助金等に関する情報

第7　共同申請者　担当者連絡先

（日本工業規格Ａ列４番）

090 ) 5678 － 1234

電話番号 （ 019 ） 8765 － 4321 E-mail

ＦＡＸ番号 （ 019 ） 8765 － 4322
緊急連絡先
（携帯等）

（

tokyo555 ＠

会社名 △△リース株式会社

所　属 営業部

担当者名 東京　五郎

住　所

〒 000 － 0000

東京
都
道
府

千代田
市
区
町

○○町4丁目5番6号

＠ green.bbb.ne.jp

ＦＡＸ番号 （ 123 ） 4567 － 8910
緊急連絡先
（携帯等）

（ 090 ) 1234 － 5678

E-mail shibuya ＠ ccccc.jp

緊急連絡先
（携帯等）

（

一般社団法人環境共創イニシ
アチブ

4,800,000 円

円

○○3-3-3

電話番号

第6　助成事業者連絡先

電話番号 （ 123 ） 4567

0005ＦＡＸ番号 （ 03

担当者名

円

第8　手続代行者連絡先

所　属 リフォーム事業部

会社名 株式会社○○工務店

渋谷　三郎

市区
町村

） 0000 －

－ 8910 E-mail

cnet.bbb.ne.jp

kankyou123

（ 03 ） 0000 － 0004

住　所

〒 000 － 0002

東京
都道
府県

渋谷

円

（第二面）

平成〇〇年度　高性能建材による住宅の断熱リフォー
ム支援事業

事業名 交付業務等実施団体名 補助金等交付額

090 ) 0000 － 0004
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5.7 助成金交付請求書 
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第５　助成事業者連絡先

第６　共同申請者　担当者連絡先

第７　手続代行者連絡先

（日本工業規格Ａ列４番）

012 ） 2222

電話番号 （ 012 ） 2222

多摩　一郎

E-mail tama999 ＠ reuse.bbb.ne.jp

緊急連絡先
（携帯等）

（ 080 ) 1111 － 2222

ＦＡＸ番号 （

－ 1111

－ 1112

－

住　所

〒 000 － 0000

東京
都道
府県

南東京
市区
町村

019 ） 8765
緊急連絡先
（携帯等）

会社名 ○○○ハウス株式会社

ＦＡＸ番号 （

電話番号 （ 019 ） 8765 － 4321

住　所

〒 000 － 0000

東京
都道
府県

千代田

緊急連絡先
（携帯等）

（ 090 ) 1234

××町7丁目8番９号

所　属 設計部

担当者名

市区
町村

○○町4丁目5番6号

4322

△△リース株式会社

東京　五郎

E-mail tokyo555 ＠ cnet.bbb.ne.jp

（ 090 ) 5678 － 1234

－

担当者名

（第二面）

電話番号 （ 123 ） 4567 － 8910 E-mail

－ 5678

所　属 営業部

8910

kankyou123 ＠ green.bbb.ne.jp

会社名

ＦＡＸ番号 （ 123 ） 4567

手続代行者がいる場合に記入してください。

共同申請者（リース事業者）がいる場合

に記入してください。
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5.8 その他変更等申請書類 

① 交付申請撤回届出書 

 

 

 

  

別記第４号様式（交付申請撤回届出書）

公益財団法人東京都環境公社

殿

第１　交付決定番号

第２　助成対象住宅の住所

第３　助成金交付申請額

第４　撤回の理由

（日本工業規格Ａ列４番）

〇〇〇〇〇〇〇〇〇のため。

東京都南東京市○○町1丁目2番3号

手続代行者 000 - 0000

東京都千代田区○○町4丁目5番6号

第５　手続代行者連絡先

東京都南東京市○○町1丁目2番3号

かんきょう　たろう

環境　　　太郎 印

共同申請者 000 - 0000

住 所

氏 名

住 所

（ふりがな）

氏 名

郵 便 番 号

住 所

郵 便 番 号

（ふりがな）

会 社 名

代 表 者 等 名

共 有 者 東京都南東京市○○町1丁目2番3号

ちきゅう　　じろう

地球　　　次郎 印

住 所

代 表 者 等 名

（リース事業者）

△△リース株式会社会 社 名

月 〇 日

0000

年 〇

理事長

助成事業者 000 -

平成〇〇

郵 便 番 号

代表取締役社長　　東京　三郎 印

東京都南東京市××町7丁目8番9号

○○○ハウス株式会社

取締役社長　　多摩　住男 印

255,600 円

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

交付申請撤回届出書

　公益財団法人東京都環境公社が定める既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱第12条の規定に基づ
き、下記のとおり届出します。

〇〇ＫＭ〇〇〇〇〇〇

緊急連絡先
（携帯等）

（ 080 )

012（電話番号

××町７丁目８番９号
市区
町村

1111 － 2222012 ） 2222 － 1112（ＦＡＸ番号

E-mail

南東京
都道
府県

東京

tama999

多摩　一郎担当者名

2222 － 1111

住　所

〒 000 － 0000

）

会社名

＠ reuse.bbb.ne.jp

設計部所　属

○○○ハウス株式会社

交付決定通知書に記載されている

「交付決定番号」を記入してください。

書類の作成日を記入してください。

交付申請書に記載した「申請者」

を記入してください。

リース契約の場合に、リース事業者

を記入してください。

※所有権がリース事業者にない場合

（支払委託・個別クレジット）は、共同

申請としないでください。

手続代行者がいる場合に

記入してください。

環境

太郎

地球

次郎

△△リース

株式会社

代表取締

○○○
ハウス（株）

取締役社長

高断熱窓を設置する住宅の所在地

を記入してください。

助成金交付決定通知書に記載され

た「交付決定額」を記入してください。

撤回する理由を記入してください。

手続代行者がいる場合に記

入してください。

助成対象住宅の所有権者に共有者がいる

場合は、共有者全員分を記入してください。

※複数名いる場合は、行を追加し、全員

分を記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び代

表者（役職名・氏名）を記入してください。

※共有者の住所が申請者と同じ場合は、

住所を記入しなくても構いません。

押印してください（認印可）

押印してください（認印可）

代表者印を押印してください。

代表者印を押印してください。
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②助成事業承継承認申請書 

  
別記第５号様式（助成事業承継承認申請書）

公益財団法人東京都環境公社

殿

印

（日本工業規格Ａ列４番）

理事長

承 継 者 郵 便 番 号 000 - 0000

共 同 申 請 者 郵 便 番 号 000 - 0000

住 所 東京都南東京市○○町1丁目2番3号

（ふりがな） ちきゅう　　じろう

氏 名 地球　　　次郎 印

共 有 者

住 所 東京都南東京市××町7丁目8番9号

住 所 東京都南東京市○○町1丁目2番3号

（ふりがな） かんきよう　じろう

氏 名 環境　　　次郎

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

助成事業承継承認申請書

　公益財団法人東京都環境公社が定める既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱第13条1項の規定に基づ
き、以下のとおり助成事業の承継承認の届出を申請します。

（第一面）

住 所 東京都千代田区○○町4丁目5番6号

会 社 名 △△リース株式会社

代 表 者 等 名

会 社 名 ○○○ハウス株式会社

代 表 者 等 名 取締役社長　　多摩　住男 印

平成〇〇 年 〇 月 〇 日

代表取締役社長　　東京　三郎 印

手 続 代 行 者 郵 便 番 号 000 - 0000

（リース事業者）

書類の作成日を記入してください。

地球

次郎

△△リース

株式会社

代表取締

○○○
ハウス（株）

取締役社長

リース契約の場合に、リース事業者を

記入してください。

※所有権がリース事業者にない場合

（支払委託・個別クレジット）は、共同

申請としないでください。

手続代行者がいる場合に

記入してください。

承継者の住所・氏名を記入してください。

環境

次郎
助成対象住宅の所有権者に共有者がいる

場合は、共有者全員分を記入してください。

※複数名いる場合は、行を追加し、全員

分を記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び代

表者（役職名・氏名）を記入してください。

※共有者の住所が申請者と同じ場合は、

住所を記入しなくても構いません。

押印してください（認印可）

押印してください（認印可）

代表者印を押印してください。

代表者印を押印してください。
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③助成事業計画変更申請書 

 

別記第７号様式（助成事業計画変更申請書）

公益財団法人東京都環境公社

殿

印

第１　交付決定番号

第２　助成対象住宅の住所

第３　内容の変更

第４　変更の理由

（注）変更の内容が確認できる資料を添付すること。
（日本工業規格Ａ列４番）

助成事業者

共同申請者

手続代行者

tama999 ＠ reuse.bbb.ne.jp

緊急連絡先
（携帯等）

（ 080 ) 1111 － 2222

共 有 者 東京都南東京市○○町1丁目2番3号

ちきゅう　　じろう

住 所

（ふりがな）

氏 名

郵 便 番 号

印

（リース事業者）

○○○ハウス株式会社

取締役社長　　多摩　住男

理事長

000 - 0000

年

かんきよう　たろう

会社名 ○○○ハウス株式会社

多摩　一郎

環境　　　太郎

〇 月 〇 日

東京都南東京市○○町1丁目2番3号

平成〇〇

郵 便 番 号

住 所

（ふりがな）

氏 名

地球　　　次郎

000 - 0000

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

助成事業計画変更申請書

会 社 名

代表者等名

000 - 0000

東京都南東京市××町7丁目8番9号

印

東京都千代田区○○町4丁目5番6号

△△リース株式会社

代表取締役社長　　東京　三郎

住 所

会 社 名

代表者等名

郵 便 番 号

住 所

印

住　所

〒 000 － 0000

東京
都道
府県

南東京

　公益財団法人東京都環境公社が定める既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱第14条の規定に
基づき、以下のとおり助成事業の計画変更を申請します。

東京都南東京市○○町1丁目2番3号

申請時の内容 変更後の内容

窓Ｗ-１　ガラス交換（SII登録番号：GNS014NS） 窓Ｗ-1　引違窓（内窓）（SII登録番号：W00C00H）

1112ＦＡＸ番号 （ 012 ） 2222 －

E-mail

〇〇ＫＭ〇〇〇〇〇〇

担当者名

〇〇〇〇による仕様変更

第５　手続代行者連絡先

所　属 設計部

市区
町村

××町７丁目８番９号

電話番号 （ 012 ） 2222 － 1111

地球

次郎

△△リース
株式会社

代表取締

○○○
ハウス（株）

取締役社長

環境

太郎

リース契約の場合に、リース事

業者を記入してください。

※所有権がリース事業者にない

場合（支払委託・個別クレジット）

は、共同申請としないでください。

手続代行者がいる場

合に記入してください。

書類の作成日を記入してくださ

交付決定通知書に記載されて

いる「交付決定番号」を記入し

高断熱窓を設置する住宅の所

在地を記入してください。

手続代行者がいる場合に

記入してください。

変更する変更前・変更後の内容を具体的に記

入してください。欄に入りきらない場合は、別

紙をお付けください。

変更する理由を具体的に記入してくだ

さい。

助成対象住宅の所有権者に共有者

がいる場合は、共有者全員分を記入

してください。

※複数名いる場合は、行を追加し、

全員

分を記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及

び代

表者（役職名・氏名）を記入してくだ

押印してください（認印

可）

押印してください（認印

可）

代表者印を押印してくだ

さい。

代表者印を押印してくだ

さい。
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④住所等の変更届出書 

  
別記第８号様式（住所等の変更届出書）

公益財団法人東京都環境公社

殿

印

第１　交付決定番号

第２　助成対象住宅の住所

第３　変更を届け出る内容（※変更が生じた項目について、該当する新旧それぞれの枠内に必要な情報を記入・押印すること。）

第４　変更理由

第５　変更日

（日本工業規格Ａ列４番）

東京都南東京市新○○町2丁目2番3号

〇〇ＫＭ〇〇〇〇〇〇

南東京市が住居表示を実施した為

〇 〇〇年

郵 便 番 号

住 所

（ふりがな）

氏 名

住 所

（ふりがな）

氏 名

郵 便 番 号

住 所

会 社 名

代 表 者 等 名

郵 便 番 号

住 所

会 社 名

代 表 者 等 名

月 日

） －

E-mail ＠

－

平成〇〇

（ふりがな）

ちきゅう　　じろう

共 同 申 請 者 000 - 0000

代表取締役社長　　東京　三郎 印

地球　　　次郎 印

（リース業者等） 東京都千代田区○○町4丁目5番6号

△△リース株式会社

取締役社長　　多摩　住男 印

手 続 代 行 者

ＦＡＸ番号 （

東京都南東京市××町7丁目8番9号

○○○ハウス株式会社

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

住所等の変更届出書

月 〇 日

理事長

助 成 事 業 者 000 - 0000

年 〇平成〇〇

東京都南東京市新○○町2丁目2番3号

かんきよう　たろう

環境　　　太郎

共 有 者 東京都南東京市○○町1丁目2番3号

000 - 0000

　公益財団法人東京都環境公社が定める既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱第16条の規定に基づき、
下記のとおり届け出ます。

記

－

変
更
前

（注１）　この様式は、助成金交付申請日から法定耐用年数の期間までに、助成事業者の住所等の変更が生じた場合に、速やかに提出すること。

（注２）　住所に変更が生じた場合は、変更後の住民票の原本（発行後３箇月以内のもの）を提出すること。ただし、住所を移転することなく、町名
　　　　変更等により所有者の住所が変更となった場合は、住民票に代わるものとして、区市町村が発行する住所番号の決定通知書を提出する
　　　　ことができる。

変
更
後

住　所
〒 000 - 0001

東京都南東京市新○○町2丁目2番3号

氏　名
（ふりがな）

所有者印

電話番号 （ ）

＠E-mail

住　所

氏　名

所有者印

〒 000 - 0000

東京都南東京市○○町1丁目2番3号

電話番号 （ ）

ＦＡＸ番号 （ ）

－

書類の作成日を記入してください。

地球

次郎

△△リース

株式会社

代表取締

○○○
ハウス（株）

取締役社長

環境

太郎

リース契約の場合に、リース事業者を

記入してください。

※所有権がリース事業者にない場合

（支払委託・個別クレジット）は、共同申

請としないでください。

手続代行者がいる場合に

記入してください。

交付決定通知書に記載されている

「交付決定番号」を記入してください。

高断熱窓を設置する住宅の所在地

を記入してください。

変更する理由を具体的に記入してください。

変更する項目について、変更前・変更後の情報を

記入してください。

（変更しない項目は、記入不要です。）

助成対象住宅の所有権者に共有者がいる

場合は、共有者全員分を記入してください。

※複数名いる場合は、行を追加し、全員

分を記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び代

表者（役職名・氏名）を記入してください。

※共有者の住所が申請者と同じ場合は、

住所を記入しなくても構いません。

押印してください（認印可）

押印してください（認印可）

代表者印を押印してください。

代表者印を押印してください。



85 
 

⑤債権譲渡承認申請書 

  
別記第16号様式（債権譲渡承認申請）

公益財団法人東京都環境公社

殿

印

（日本工業規格Ａ列４番）

日

0000

年 〇 月 〇平成〇〇

東京都中央区○○1丁目1番1号

まるさんかくはうすかぶしきがいしゃ　だいひょうとりしまりやく　こうしゃ　しろう

-

理事長

助 成 事 業 者 000郵 便 番 号

氏 名

共 有 者

住 所

（ふりがな）

住 所

（ふりがな）

代表者 等名

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

東京都〇〇市××町5丁目6番7号

○○○サッシ株式会社

0000郵 便 番 号手 続 代 行 者

住 所

〇△ハウス株式会社
　　　　　代表取締役　公社　四朗

印

郵 便 番 号

住 所

会 社 名

共 同 申 請 者 000 - 0000

東京都千代田区○○町4丁目5番6号（リース事業者）

会 社 名

代表者 等名

000 -

△△リース株式会社

氏 名

代表取締役社長　　東京　三郎 印

取締役社長　　建具　五郎 印

債権譲渡承認申請書

（第一面）

　公益財団法人東京都環境公社が定める既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱第10条1項の規定に基づ
く交付決定によって生じた権利を第三者に譲渡したいので、第17条第１項に基づき以下のとおり申請します。

書類の作成日を記入してください。

△△リース

株式会社

代表取締

○○○
サッシ株）

取締役社長

押印してください（認印可）

代表者印を押印してください。

代表者印を押印してください。

助成対象住宅の所有権者に共有者がいる場

合は、共有者全員分を記入してください。

※複数名いる場合は、行を追加し、全員

分を記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び代

表者（役職名・氏名）を記入してください。

※共有者の住所が申請者と同じ場合は、

住所を記入しなくても構いません。

リース契約の場合に、リース事業者を記

入してください。

※所有権がリース事業者にない場合（支

払委託・個別クレジット）は、共同申請と

しないでください。

手続代行者がいる場合に記

入してください。

譲渡前の助成事業者（譲渡人）を

記入してください。

法人の場合は代表者印を

押印してください。

〇△
ハウス（株）

代表取締役
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⑥助成事業廃止届出書 

   別記第９号様式（助成事業廃止届出書）

公益財団法人東京都環境公社

殿

印

第１　交付決定番号

第２　助成対象住宅の住所

第３　助成金交付申請予定額

第４　廃止の理由

（日本工業規格Ａ列４番）

電話番号 （ 012 ） 2222 － 1111

住　所

〒 000 － 0000

東京
都道
府県

南東京

2222 － （ 080 ) 1111 － 2222

××町７丁目８番９号

E-mail tama999

会社名 ○○○ハウス株式会社

市区
町村

緊急連絡先
（携帯等）

所　属 設計部

担当者名

助成事業廃止届出書

　公益財団法人東京都環境公社が定める既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱第18条の規定に基づ
き、下記のとおり報告します。

東京都南東京市○○町1丁目2番3号

255,600

〇〇〇〇〇〇〇のため。

第５　手続代行者連絡先

〇〇ＫＭ〇〇〇〇〇〇

円

多摩　一郎

＠ reuse.bbb.ne.jp

1112ＦＡＸ番号 （ 012 ）

○○○ハウス株式会社

取締役社長　　多摩　住男 印

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

手 続 代 行 者 000 - 0000

東京都南東京市××町7丁目8番9号

郵 便 番 号

住 所

会 社 名

代 表 者 等 名

東京都千代田区○○町4丁目5番6号

△△リース株式会社

代表取締役社長　　東京　三郎 印

地球　　　次郎 印

共 同 申 請 者 000 - 0000

氏 名

郵 便 番 号

住 所

会 社 名

代 表 者 等 名

（リース事業者）

共 有 者 東京都南東京市○○町1丁目2番3号

ちきゅう　　じろう

東京都南東京市○○町1丁目2番3号

かんきよう　たろう

環境　　　太郎

住 所

（ふりがな）

氏 名

住 所

（ふりがな）

〇 月 〇 日

理事長

助 成 事 業 者 000 - 0000

年平成〇〇

郵 便 番 号

書類の作成日を記入してください。

地球

次郎

△△リース

株式会社

代表取締

○○○
ハウス（株）

取締役社長

環境

太郎

リース契約の場合に、リース事業者を

記入してください。

※所有権がリース事業者にない場合

（支払委託・個別クレジット）は、共同

申請としないでください。

手続代行者がいる場合に

記入してください。

交付決定通知書に記載されている

「交付決定番号」を記入してください。

高断熱窓を設置する住宅の所在地

を記入してください。

手続代行者がいる場合に記入

してください。

助成金交付決定通知書に記載された

「交付決定額」を記入してください。

助成対象住宅の所有権者に共有者がいる

場合は、共有者全員分を記入してください。

※複数名いる場合は、行を追加し、全員

分を記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び代

表者（役職名・氏名）を記入してください。

※共有者の住所が申請者と同じ場合は、

住所を記入しなくても構いません。

押印してください（認印可）

押印してください（認印可）

代表者印を押印してください。

代表者印を押印してください。
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⑦所有者変更承認申請書 
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⑧取得財産等処分承認申請書 

  
別記第14号様式（取得財産等処分承認申請書）

公益財団法人東京都環境公社

殿

印

第１　交付決定番号

第２　助成対象住宅の住所

第３　取得財産等の処分に係る事項

第４　助成事業者の連絡先

（注）　この様式は、法定耐用年数の期間までに取得財産等を処分しようとする場合に、提出すること。

（日本工業規格Ａ列４番）

－ 5678

処分する
取得財産等

処分の理由

E-mail kankyou123 ＠ green.bbb.ne.jp

ＦＡＸ番号 （ 123 ） 4567 － 8910

高断熱窓（窓番号W1～W19）

緊急連絡先
（携帯等）

（ 090 ) 1234

月 〇〇 日

0000

年 〇〇平成〇〇

東京都南東京市○○町1丁目2番3号

かんきよう　たろう

環境　　　太郎

理事長

助 成 事 業 者 000 -郵 便 番 号

住 所

（ふりがな）

氏 名

共 有 者 東京都南東京市○○町1丁目2番3号

ちきゅう　　じろう

000 - 0000

印

共 同 申 請 者

住 所

（ふりがな）

氏 名

郵 便 番 号

地球　　　次郎

－ 8910

住宅を建替えるため

記

処分の方法 廃棄

電話番号 （ 123 ） 4567

処分予定日 平成〇〇 〇〇 〇年 月 日

　公益財団法人東京都環境公社が定める既存住宅における高断熱窓導入促進事業助成金交付要綱に同意の上、第23条２項
の規定に基づき、下記のとおり所得財産等処分の届出を申請します。

東京都南東京市○○町1丁目2番3号

〇〇ＫＭ〇〇〇〇〇〇

△△リース株式会社

東京都千代田区○○町4丁目5番6号

印

取得財産等処分承認申請書

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

代表取締役社長　　東京　三郎

住 所

会 社 名

代 表 者 等 名

（リース事業者）

助成金確定通知書に記載されている

「交付決定番号」を記入してください。

高断熱窓を設置する住宅の所在地

を記入してください。

書類の作成日を記入してください。

地球

次郎

△△リース

株式会社

代表取締

環境

太郎

リース契約の場合に、リース事業者を記

入してください。

※所有権がリース事業者にない場合（支

払委託・個別クレジット）は、共同申請とし

ないでください。

処分に係る事項を具体的に

記入してください。

助成対象住宅の所有権者に共有者がいる

場合は、共有者全員分を記入してください。

※複数名いる場合は、行を追加し、全員分

を記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び代

表

者（役職名・氏名）を記入してください。

※共有者の住所が申請者と同じ場合は、

住所を記入しなくても構いません。

押印してください（認印可）

押印してください（認印可）

代表者印を押印してください。
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⑨助成金返還報告書 

 
別記第15号様式（助成金返還報告書）

公益財団法人東京都環境公社

殿

印

年 月

円

円

円

円

円

円

（日本工業規格Ａ列４番）

（リース事業者）

〇〇,〇〇〇 円

〇〇 〇〇 〇〇

〒

既存住宅における高断熱窓導入促進事業

助成金返還報告書

助成金交付額

金

日付けをもって助成金交付額確定の通知を受けた事業について、既存住宅における高断熱

窓導入促進事業助成金交付要綱第25条第４項の規定に基づき、助成金を返還しましたので報告します。

第１　助成金交付に係る事項

助成金交付決定番号

助成対象住宅の住所

返還した年月日
及び金額

返還を請求された
年月日及び金額

金 〇〇,〇〇〇 円

〇〇平成〇〇

〇〇,〇〇〇

〇〇

平成〇〇

年 月

年 〇〇 月 〇〇

共 同 申 請 者

代表取締役社長　　東京　三郎 印

日

環境　　　太郎

共 有 者

（ふりがな）

氏 名

郵 便 番 号

住 所

会 社 名

郵 便 番 号

住 所

（ふりがな）

氏 名

住 所

年 〇〇 月平成〇〇

東京都南東京市○○町1丁目2番3号

0000

東京都南東京市○○町1丁目2番3号

かんきよう　たろう

〇〇

（3）延滞金　　 金 0

添付資料 加算金及び延滞金の算出根拠資料

（1）返還金　　 金 0

（2）加算金　　 金 0未返還額

〇,〇〇〇

〇,〇〇〇

（1）返還金　　 金

（2）加算金　　 金

（3）延滞金　　 金

日

理事長

助 成 事 業 者 000 -

ちきゅう　　じろう

日

地球　　　次郎

000 - 0000

印

東京都千代田区○○町4丁目5番6号

△△リース株式会社

代 表 者 等 名

　平成

第2　助成金の返還に係る事項

東京都南東京市○○町1丁目2番3号

000 - 0000

〇〇ＫＭ〇〇〇〇〇〇

書類の作成日を記入してください。

地球

次郎

△△リース

株式会社

代表取締

環境

太郎

リース契約の場合に、リース事業者を記入

してください。

※所有権がリース事業者にない場合（支払

委託・個別クレジット）は、共同申請としない

でください。

交付額確定通知書の右上に記載さ

れている日付を記入してください。

交付額確定通知書に記載されている

「交付決定番号」を記入してください。

助成対象住宅の所有権者に共有者がいる

場合は、共有者全員分を記入してください。

※複数名いる場合は、行を追加し、全員分

を記入してください。

※法人の場合は、氏名欄に会社名及び代

表者（役職名・氏名）を記入してください。

※共有者の住所が申請者と同じ場合は、

住所を記入しなくても構いません。

押印してください（認印可）

押印してください（認印可）

代表者印を押印してください。


